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熊本県議会 厚生常任委員会会議記録第 ４ 回

平成20年12月15日（月曜日）

午前10時１分開議

午前11時33分休憩

午前11時39分開議

午後０時54分閉会

本日の会議に付した事件

議案第１号 平成20年度熊本県一般会計補

正予算(第３号）

議案第９号 平成20年度熊本県病院事業会

計補正予算(第１号）

報告第１号 専決処分の報告について

請第24号 認可外保育施設に通う子どもの

ための助成金に関する請願

閉会中の継続審査事件（所管事務調査）に

ついて

報告事項

①自然保護課職員による不適正な経理処

理に係る調査報告について

②「浮遊粒子状物質中のイオン成分等調

査による汚染原因解明」に関する研究

結果について

③県立天草養護学校におけるシアン検出

事案について

④平成20年度ゴルフ場で使用された農薬

に関する水質調査結果について

⑤熊本県知事の権限に属する事務処理の

特例に関する条例の一部を改正する条

例（案）の概要について

⑥公共関与による管理型最終処分場の整

備について

⑦水俣病対策の状況等について

「 」⑧ 熊本県ひとり親家庭等自立促進計画

の策定状況について

「 」⑨ 第４期熊本県高齢者かがやきプラン

の策定状況について

⑩「第２期熊本県障がい福祉計画」の策

定状況について

⑪熊本県くすのき園入所者の事故につい

て

⑫長寿医療制度（後期高齢者医療制度）

の施行状況について

⑬新型インフルエンザ対策の取組みにつ

いて

⑭熊本県知事の権限に属する事務処理の

特例に関する条例の一部を改正する条

例(案）の概要について

⑮くまもとの夢４カ年戦略(案）の概要

について

出席委員（８人）

委 員 長 重 村 栄

副委員長 小早川 宗 弘

委 員 中 原 隆 博

委 員 平 野 みどり

委 員 大 西 一 史

委 員 城 下 広 作

委 員 船 田 公 子

委 員 山 口 ゆたか

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

健康福祉部

部 長 森 枝 敏 郎

次 長 林 田 直 志

次 長 坂 田 正 充

次 長 東 明 正

首席健康福祉審議員兼

健康福祉政策課長 岡 村 範 明

社会福祉課長 坂 田 憲 久

少子化対策課長 吉 田 勝 也

高齢者支援総室長 岩 田 宣 行

高齢者支援総室副総室長 江 口 満
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高齢者支援総室副総室長 橋 本 博 之

障害者支援総室長 前 田 博

障害者支援総室副総室長 米 満 譲 治

障害者支援総室副総室長 西 岡 由 典

医療政策総室長 高 橋 雄 二

医療政策総室副総室長 末 廣 正 男

首席医療審議員兼

健康づくり推進課長 中 田 榮 治

健康危機管理課長 牧 野 俊 彦

薬務衛生課長 木 下 政 治

環境生活部

部 長 村 田 信 一

次 長 江 副 健 二

次 長 駒 崎 照 雄

次 長 中 山 寛

環境政策課長 楢木野 史 貴

環境政策監兼

環境立県推進室長 森 永 政 英

環境保全課長 福 留 清 秀

水環境課長 小 嶋 一 誠

自然保護課長 久 保 尋 歳

廃棄物対策課長 山 本 理

廃棄物公共関与政策監兼

公共関与推進室長 山 口 洋 一

首席環境生活審議員兼

水俣病保健課長 谷 﨑 淳 一

水俣病審査課長 田 中 彰 治

食の安全・消費生活課長 山 地 あつ子

消費生活政策監兼

消費生活センター長 辻 本 英 子

交通・くらし安全課長 髙 野 利 文

人権同和対策課長 佐 藤 幸 男

人権センター長 福 岡 耕 治

病院局

病院事業管理者  本 隆 治

総務経営課長 向 井 康 彦

事務局職員出席者

議事課課長補佐 中 村 時 英

政務調査課課長補佐 武 田 正 宣

午前10時１分開議

○重村栄委員長 皆さんおそろいのようでご

ざいますので、始めさせていただきます。

ただいまから第４回厚生常任委員会を開会

いたします。

まず、本日の委員会に１名の傍聴の申し出

がありましたので、これを認めることにいた

しました。

次に、本委員会に付託された議案等を議題

とし、これについて審査を行います。

まず、議案等について、執行部の説明を求

めた後に、一括して質疑を受けたいと思いま

す。

また、本日の説明等を行われる際、執行部

の皆さん方は、着座のままで結構でございま

す。

それでは、初めに、村田環境生活部長から

総括説明を、続いて、担当課長から順次説明

をお願いいたします。

村田部長。

○村田環境生活部長 着座のままでもなんで

すので、冒頭だけ。

議案の説明に先立ちまして、まず、先般私

どもの環境生活部で判明いたしました不適正

経理処理の問題につきまして申し述べさせて

いただきます。

不適正経理は、公金を預かる者として決し

てあってはならないことでございます。県民

の皆様の県への信用を失墜させ、県議会並び

に厚生常任委員会の皆様初め県民の皆様方に

心からおわびを申し上げます。

私自身、環境生活部の管理監督者として責

任を痛感いたしております。今後このような

ことが二度と起きないよう、職員一丸となっ

、 。て 信頼回復に向け全力を挙げてまいります

後ほど部内調査の結果につきまして御報告を

申し上げることといたしておりますので、よ

ろしくお願い申し上げます。
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それでは、着座のまま説明を以降させてい

ただきます。

今回御提案申し上げております議案は、予

算関係１議案でございます。

第１号議案の一般会計補正予算でございま

すが、総額900万円余の増額補正をお願いい

たしております。

主な内容といたしましては、消費者問題に

関する被害救済や事故の再発拡大防止のさら

なる充実と迅速化を図るため、消費生活セン

ターを県庁舎へ移転する経費等を計上いたし

ております。ほかに、平成21年４月１日から

業務を開始する委託事業につきまして、３月

中に入札等の事務手続を終える必要がござい

ますので、1,900万円余の債務負担行為の設

定をお願いいたしております。これによりま

して、環境生活部の補正後の予算総額は、一

般会計と特別会計合わせまして、205億2,300

万円余となります。

次に、水俣病につきまして御報告をいたし

ます。

水俣病問題につきましては、去る11月に、

県議会水俣病対策特別委員会の正副委員長

が、環境大臣を初めとする関係者を訪問して

新たな救済策の早期実現を訴えられるなど、

力強い御支援をいただいております。

また、チッソに対する来年度以降の支援ス

キームのあり方につきまして、６月の県議会

における意見書を踏まえ、現在環境省等と協

議を始めております。

先週の金曜日でございましたが、今週木曜

日18日に、閉会日でございますけれども、与

党ＰＴが開催される旨通知がございました。

議題は、当面の課題についてということで詳

しい情報はわかっておりませんけれども、議

会から西岡特別委員長、それから執行部から

副知事と私が出席して協議をしてまいりたい

と思っております。

今後とも、県議会と一体となって、国の関

係機関と連携しながら、救済策の早期実現に

向けて各方面の理解が得られますよう、引き

続き精いっぱい努力してまいります。

このほか、冒頭に申し上げました自然保護

課職員による不適正な経理処理に係る調査報

告についてなど、７件について御報告させて

いただくことといたしております。

以上が今回御提案申し上げております議案

等の概要でございますが、詳細につきまして

は、関係課長が御説明いたしますので、よろ

しく御審議のほどお願いを申し上げます。

○小嶋水環境課長 おはようございます。水

環境課でございます。

それでは、委員会の説明資料４ページをお

願い申し上げます。

債務負担行為の設定でございます。

事柄といたしましては、来年度の海域にお

きます水質環境調査業務でございます。

海域におきます水質環境調査業務は、水濁

法の15条に基づきまして、公共用水域の常時

監視を行っている事業の一環でございまし

て、毎年３月末に水質測定計画を策定いたし

まして、４月以降、年間を通して調査を行っ

ているところでございます。

毎年度、調査結果につきましては、翌年度

の９月議会で報告をさせていただいていると

ころでございます。

この調査の中で、採水及び水質分析業務に

つきましては、従来から、調査期間が４月１

日からとなることから債務負担行為の設定を

お願いするものでございます。期間は平成21

、 。年度 限度額は1,980万1,000円でございます

御審議のほどよろしくお願い申し上げま

す。

○山地食の安全・消費生活課長 食の安全・

消費生活課でございます。

委員会説明資料の２ページをお願いいたし

ます。

消費者行政推進費でございますが 309万4,、



- 4 -

。000円の増額補正をお願いいたしております

内容は、現在水道町にございます消費生活

センターを県庁舎内に移転するための引っ越

し費用、専用回線移設費用等でございます。

消費生活センターは、今年度より企画部門

を統合し、当課の課内室となりましたが、県

庁舎内へ移転することにより、関係各課との

連携をさらに強化し、一層きめ細かな相談対

応や被害の再発拡大防止のためのさらなる施

策の推進を図ってまいります。

よろしく御審議くださいますようお願い申

し上げます。

○佐藤人権同和対策課長 おはようございま

す。人権同和対策課でございます。

資料の３ページをお願いいたします。

社会福祉総務費でございますが、669万円

余の増額をお願いしております。

これは、地域住民の生活環境などの安定向

上を図るために、市町村が実施主体となって

行う施設整備事業に対する補助事業でござい

ます。

今回の要求は、小国町が実施します道路の

整備でございまして、現在、２メートルある

いは３メートルぐらいの幅員の道路がござい

まして、袋小路状態になっておりますけれど

も、この改良によりまして、４メートル以上

に拡幅し、袋小路状態が解消するということ

でございます。

本事業は、国、市町村が２分の１ずつ負担

するものでありまして、本県の負担はござい

ません。

御審議のほどよろしくお願いいたします。

○重村栄委員長 次に、森枝健康福祉部長に

総括説明を、続いて、担当課長から順次説明

をお願いいたします。

森枝健康福祉部長。

○森枝健康福祉部長 議案等の概要説明に先

立ち、新型インフルエンザ対策につきまして

御報告させていただきます。

新型インフルエンザ対策につきましては、

日本社会全体の危機管理の問題として、あら

ゆる分野で、広域的かつ早急な対応が求めら

れている大きな課題であると認識しておりま

す。

本県では、国と連携しながら、医療体制の

整備、公衆衛生上の対策及び社会経済活動維

持の対策に取り組む必要があると考えてお

り、これまで、行動計画の策定、机上訓練の

実施や抗インフルエンザウイルス薬タミフル

の備蓄などの取り組みを進めてきたところで

す。今後は、市町村、企業、学校等に対する

情報提供及び準備の要請、家庭における感染

防止策の普及啓発などに取り組んでまいりま

す。

県としては、発生時の感染拡大をできるだ

け抑え、社会的な混乱を最小限にするため、

庁内体制の充実強化を図るとともに、できる

だけ早く医療、消防、公共交通、商工関係な

どの団体等を含めた県全体での体制の構築や

対応策の確立など、取り組みの強化、スピー

ドアップを図ってまいります。

続きまして、本議会に提案しております健

康福祉部関係の議案の概要につきまして御説

明申し上げます。

今回提案しておりますのは、予算関係１議

案、報告１議案の合計２議案でございます。

まず、第１号議案の平成20年度熊本県一般

会計補正予算でございますが、総額１億6,10

0万円余の増額補正をお願いいたしておりま

す。

その主な内容は、新型インフルエンザ対策

費として、入院患者を受け入れる医療機関の

医療従事者用感染防護服の整備に要する経費

の補助等に伴う増及び平成19年度国庫補助事

業の精算に伴う国への返納金であります。

これによりまして、健康福祉部の補正後の

予算総額は、一般会計と特別会計合わせまし
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て、1,060億3,800万円余となります。

また、平成20年度から平成21年度への繰越

明許費としまして、老人福祉施設整備事業等

で、総額４億4,600万円余をお願いしており

ます。

次に、報告第１号の専決処分の報告につい

ては、職員の公用車による公務出張中の交通

事故に関し、地方自治法第180条第１項の規

定に基づき、車両所有者と県との間で和解す

ることについて専決処分を行った件につきま

して御報告するものであります。

このほか、熊本県ひとり親家庭等自立促進

計画の策定状況についてなど、８件につきま

して御報告させていただくこととしておりま

す。

なお、平成20年９月22日に、県立障害者支

援施設熊本県くすのき園で、送迎バスの乗降

リフトで降車中に発生した死亡事故について

は９月議会において報告いたしましたが、12

月８日、宇城警察署が、業務上過失致死の疑

いで、同園園長並びに担当職員を熊本地方検

察庁に書類送検しました。

後ほど改めて担当課から御報告申し上げま

すが、県といたしましては、県立の施設でこ

のような死亡事故が起き、関係者が書類送検

されたことを重く受けとめ、事故の再発防止

に向け万全を期してまいります。

また、今回の事故を踏まえ、県内の各種施

設等につきましても、なお一層安全管理の徹

底を呼びかけてまいります。

以上が今回提案いたしております議案等の

概要でございますが、詳細につきましては、

関係各総室長・課長から説明させますので、

よろしくお願い申し上げます。

○岡村健康福祉政策課長 健康福祉政策課で

ございます。

お手元の資料の６ページをお願いいたしま

す。

社会福祉総務費で41万4,000円の増額補正

をお願いしております。これは、介護福祉士

や社会福祉士の資格取得を目指す学生に対し

まして貸し付けをいたしました修学資金に関

する精算返納金でございます。

貸付金の返還につきましては、県内におき

まして指定する業務に一定期間従事をいたし

ますと免除することができるということにな

っておりますけれども、今回お願いしており

ますのは、御本人の都合によりまして介護福

祉士等の業務に従事しなかったり、あるいは

従事期間が短かったりということで返還され

ました貸付金の２分の１に当たる国庫相当分

を国に返納するものでございます。

、 。続きまして ７ページをお願いいたします

例年２月議会で設定をしております繰越明

許費についてでございますが、今回、全庁的

な取り組みといたしまして、12月議会での提

案を行っておりますので、まず、その趣旨等

につきまして若干説明させていただきます。

繰越明許費につきましては、これまで、翌

年度に繰り越しが必要となる事業費を見きわ

めた上で、２月補正予算とあわせて設定を行

。 、っていたところでございます しかしながら

12月議会で繰越明許費の設定を行うことによ

りまして、例えば土木工事などにおいて、や

むを得ない事情で繰り越しを余儀なくされて

いる工事の早期発注あるいは早期完了が可能

となることから、財政課と関係課で繰り越し

設定の時期について協議をいたしまして、今

年度から12月議会で設定させていただくとい

うことでお願いしたものでございます。

なお、従来繰越明許費につきまして設定い

たします金額は、事業箇所単位で積み上げて

設定をしておりましたけれども、現時点では

金額を正確に見込むことが難しゅうございま

すので、積み上げが可能なもの以外は、過去

の実績等を用いて概算で設定をさせていただ

いております。

ここに、７ページにあります健康福祉部に

おきましては、民生費のうち、老人福祉施設
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や障がい者福祉施設整備といった社会福祉費

で４億2,100万円、それから放課後児童クラ

ブ施設整備などの児童福祉費で2,500万円を

お願いしているところでございます。

続きまして、資料、飛びまして恐縮でござ

いますが、14ページをお願いいたします。

専決処分の報告でございます。

交通事故にかかわる和解及び損害賠償額の

決定についてでございます。

15ページの事故の概要をごらんいただきた

いと思います。

これは、ことし６月６日、球磨地域振興局

保健福祉環境部の職員が、球磨郡多良木町に

公用車で出張中、目的場所を示した地図に気

をとられまして、進行方向の信号が赤に変わ

ったことに気づくのがおくれまして、前の車

両に続いて交差点に進入をいたしたため、進

行方向右側の町道から走行してまいりました

相手方車両が公用車右側面に衝突し、両車両

とも損傷したものでございます。

この事故に関しまして、県の賠償額25万円

といたしまして和解することの専決処分を行

いましたので、その報告を行うものでござい

ます。

公用車は任意保険に加入しておりまして、

損害賠償額は全額保険会社から支払われてお

り、また、職員に対します求償権につきまし

ては、熊本県交通事故損害賠償審査会におき

まして不行使と決定されたところでございま

す。

なお、県職員の氏名を議案に記載すること

につきましては、これまで総務部中心に検討

を行ってきておりますけれども、個人情報保

護条例との関係から、来る12月19日に開催予

定の個人情報保護制度審議会におきまして意

見を求めることといたしておりまして、その

意見を受けまして結論を得るということとな

っております。そのため、今回は従来どおり

の議案内容となっておるところでございま

す。

職員の交通事故の防止に向けましては、こ

れまでもさまざまな取り組みをやってまいり

ましたけれども、なお一層の効果的な防止策

に取り組んでまいります。

以上でございます。

○坂田社会福祉課長 説明資料の８ページで

ございます。

遺家族等援護費でございます。202万6,000

円の増額をお願いいたしております。

内容は、説明欄に記載しておりますけれど

も、死亡診断書の整理事務に要する経費でご

ざいます。

旧軍人、軍属、それから準軍属が戦争によ

、 、りまして亡くなられた場合 遺族に遺族年金

それから特別弔慰金等を支給いたしておりま

す。遺族に年金等を支給するに当たりまして

は、死亡内容が年金の支給事由である死因に

よるものかの確認が必要で、現在、これにつ

いては、市町村あるいは法務局に保管してお

ります死亡届についております死亡診断書、

そういったもので確認をいたしております。

この届け出は、戸籍法上は保存年限が27年

ですけれども、こういった裁定事務に必要な

ため引き続き市町村で保管されておりますけ

れども、市町村の保管能力が限界に来ている

ということで、今回、厚生労働省からの依頼

により、死亡診断書を関係簿冊から抜き出し

製本し、再度法務局に保管するものでござい

ます。その作業に要する経費で、全額国庫で

ございます。

以上、よろしく御審議のほどお願いいたし

ます。

○吉田少子化対策課長 少子化対策課でござ

います。

説明資料の９ページをお願いいたします。

児童福祉総務費で272万8,000円の増額補正

のうち、右の説明欄１．保護事務費18万8,00

0円につきましては、国が本年度新たに臨時
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的に実施することとなりました児童養護施設

等の入所児童に対する社会的養護ニーズ把握

調査に係る経費でございまして、全額国庫と

なっております。

また、２．国庫支出金返納金の254万円に

つきましては、母子家庭等に支給されます児

童扶養手当に係る19年度国庫支出金の確定に

伴います精算返納金でございます。

下段、児童福祉施設費の１．児童一時保護

所費1,018万7,000円につきましては、児童虐

待等によりまして子供の保護を行うケースに

おいて、児童養護施設等への入所に対しまし

て保護者の同意が得られない場合、施設に一

時保護の委託を行います経費、さらには一時

保護を行いました児童の疾病による入院等の

医療費でございまして、それらの件数の増加

による増額でございます。

以上、合計1,291万5,000円の増額をお願い

しております。

御審議をよろしくお願い申し上げます。

○前田障害者支援総室長 障害者支援総室で

ございます。

10ページをお願いいたします。

社会福祉総務費の１の社会福祉諸費でござ

いますが、(1)から(3)は、障害者自立支援法

の特別対策等に基づく基金事業でございま

す。

(1)の障害福祉サービス事業者等激変緩和

事業でございますが、この事業は、サービス

報酬の90％保障と通所施設等が利用者を送迎

する場合にその送迎経費を補助する２つの事

業がございまして、今回は、送迎費の補助に

ついて所要額の見込み調査を行いまして、そ

の結果に基づいて減額補正を行うものでござ

います。

続きまして、(2)の障害者自立支援法移行

支援事業でございます。

この事業の最初のポツでございますが、最

初のポツは、既存施設を新体系の事業所に向

け改修を行う場合、改修費の補助を行うもの

でございます。今回、28カ所の施設を新たに

予定をしておるところでございます。

次の２番目のポツでございますが、利用者

が施設外の企業等で就労訓練を受ける場合

に、利用者に同行する施設職員の人件費を補

助するものでございます。就労訓練等を受け

入れる企業の確保が当初の見込みを下回った

、 。ために 減額の補正を行うものでございます

続きまして、(3)の障害者自立支援法緊急

支援事業でございます。

この事業は、相談事業を実施する市町村に

補助するものでございますが、現在障害者ご

とに分散している相談事業所を３障害の一元

化や相談のワンストップの観点から、総合相

談所として１カ所に一元化する場合に必要な

整備費を補助するものでございます。

しかしながら、一元化によって逆に遠距離

になる不便等の意見や相談事業所間との調整

などに時間を要している状況もありまして、

今回、その分減額補正を行うものでございま

す。

なお、今回の(1)、(3)の基金事業の減額補

正分につきましては、(2)の新体系へ移行す

る施設の整備費に振りかえていくものでござ

います。

次に、11ページの２の国庫支出金返納金で

ございますが、これは、精神障害者通院医療

費の平成19年度の交付確定に基づく返納金で

ございます。

次に、精神保健費の国庫支出金返納金でご

ざいますが、精神障害者措置入院費の19年度

の交付確定に基づく返納金でございます。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○中田健康づくり推進課長 健康づくり推進

課でございます。

資料の12ページをお願いいたします。

まず、社会福祉総務費でございます。
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１の国庫支出金返納金は、身体障害児等へ

の医療費の給付を行う育成医療費の国庫負担

金について、平成19年度の事業実施の結果、

返納の必要が生じたために国に返納するもの

でございます。

次に、公衆衛生総務費でございます。

１の国庫支出金返納金につきましても、原

爆障害者特別措置費等の交付金等について、

平成19年度の事業実施の結果、返納の必要が

生じたために国に返納するものでございま

す。

以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。

○牧野健康危機管理課長 健康危機管理課で

ございます。

資料13ページをお願いいたします。

まず、一番上、公衆衛生総務費でございま

、 。すが 758万9,000円の増となってございます

これは、内容、右側の説明欄１でございま

すが、国庫支出金精算返納金の増でございま

して、平成19年度に国から交付を受けました

感染症予防事業などの国庫負担金、補助金の

、 。確定に伴い 国へ返納するものでございます

、 、それから 次の結核対策費でございますが

917万7,000円の増となってございます。

内容は、説明欄１でございますが、結核患

者医療費の増ということで、これは、入院勧

告によりまして入院をされた患者の医療費等

を公費負担するものでございますが、例年、

過去の傾向から見込みを立てまして予算計上

してございますが、今年度、上半期の実績を

見まして当初の見込みを上回っております。

そのため、下半期に不足が生じないように増

額をお願いするものでございます。

それから、次の予防費でございます。4,89

8万円の増としてございます。

内容は、説明欄１にございます新型インフ

ルエンザ対策費でございます。

これは、新型インフルエンザの入院患者を

受け入れる医療機関が、医療従事者用のマス

ク、ゴーグルなど、感染防護具のセットを備

える経費に対しまして補助をするというもの

でございます。

新型インフルエンザの医療体制につきまし

ては、現在、保健所が中心となって、圏域ご

とに関係医療機関と協議を進めているところ

でございますが、この感染防護具につきまし

ては、いずれにしても必要になるということ

で、国の経済対策補正予算に対応いたしまし

て、今回計上するということとしたものでご

ざいます。

今回、対象は、各地域の中核的な病院を中

心といたしまして、40程度の医療機関を想定

しております。

なお、新型インフルエンザ対策の取り組み

の現状等につきましては、後ほど報告事項で

報告したいと考えております。

以上で、課全体、6,574万6,000円の増でご

ざいます。よろしくお願いいたします。

○重村栄委員長 次に、本病院事業管理者

に総括説明を、続いて、担当課長から説明を

お願いいたします。

○本病院事業管理者 まず、議案の説明に

先立ちまして、最近の県立こころの医療セン

ターの運営状況につきまして御報告申し上げ

ます。

まず、運営面ですが、当初の最重要課題で

ございます医師の確保につきましては、７月

から１名の常勤医師を確保するとともに、県

精神科病院協会、熊本大学等に経験を持った

非常勤医師の派遣の要請を行い、複数の非常

勤医師の勤務を確保したところでございま

す。

また、医療全体の質を高めるとともに医師

の負担も軽減させるという観点から、常勤の

臨床心理士、精神保健福祉士を増員し、カウ

ンセリング、集団療法、社会復帰支援等のた
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めの体制を充実させております。

今後とも、熊本大学を初めとする県内外の

大学との連携強化を図り、医師の確保に努め

るとともに、医療の質の向上及び経営の安定

を図ってまいりたいと考えております。

次に、経営面では、新たな収益改善策とい

たしまして、診療報酬の加算につながる病棟

での服薬指導やうつに対する集団療法等に取

り組み、また、経費につきましては、病棟休

止に伴う常勤の看護師等の削減による人件費

の削減や業務の見直しに伴う委託料等の削減

を図ったところでございます。

なお、今年度中には、平成24年度までの新

たな中期の経営計画を策定することといたし

ております。

それでは、本議会に提案しております病院

局の議案について御説明いたします。

今回提案させていただいておりますのは、

予算関係１議案でございます。

平成21年４月１日から業務を開始いたしま

す委託事業等につきまして、総額8,400万円

余の債務負担行為の設定をお願いしておりま

す。

以上が今回の議案の概要ですが、詳細につ

きましては、総務経営課長から説明いたしま

す。

よろしく御審議のほどお願い申し上げま

す。

○向井総務経営課長 病院局総務経営課でご

ざいます。

説明資料の17ページをお願いいたします。

債務負担行為の設定をお願いしておりま

す。

こころの医療センターの業務のうち、平成

21年４月１日から業務を開始いたします清

掃、あるいは空調設備等の保守、管理業務等

といった施設管理等の業務委託等につきまし

て、今年度中に一般競争入札などの契約事務

を終え、次年度からの適切な運営を行う必要

がございますので、債務負担行為を設定する

ものでございます。

よろしくお願いいたします。

以上でございます。

○重村栄委員長 以上で執行部の説明が終了

いたしましたので、議案等について質疑を受

けたいと思います。

なお、環境生活部長から報告がありました

自然保護課職員による不適正な経理処理につ

いては、その他の報告の説明を受けた後に質

疑を受けたいと思います。よろしくお願いい

たします。

質疑はありませんか。

○城下広作委員 ２ページですけれども、消

費生活センター、県庁内に移転ということで

大変おめでとうございますと言いたいと思い

ます。

具体的に県庁のどの場所で、スタッフ、大

体前の機関と同じぐらいなのか、それとも今

回移転に伴ってふえるのか、ちょっとこの辺

の状況をわかっている範囲で教えていただけ

ればと思います。

○山地食の安全・消費生活課長 場所につき

ましては、県庁舎の新館の現在食の安全・消

費生活課がございますフロアを予定しておる

ところでございます。

これにつきましては、今現在我が課が抱え

ております食の安全でございますとか、隣に

ございます交通・くらし安全課と一緒に振り

込め詐欺への対応等でございますとか、連携

して対応していくためには一番いい場所では

ないかというふうに考えておるところでござ

います。

また、スタッフにつきましては、我々とし

ては今と同じ数でやっていきたいというふう

に考えておりますけれども、現在調整中でご

ざいます。
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○城下広作委員 いろいろ新聞等でも出まし

たから、移動するということは県民の皆さん

も知っておられると思いますけれども、やっ

ぱり電話だけでは――電話の方は余り問題な

いですね、電話番号ちゃんとやればいいわけ

ですけれども、場所に関しては、県庁に移動

したということのある意味では広報をしっか

りやっていただいて、直接相談に来たいと、

生の人間と話をしたいという方の相談に対し

てしっかり対応するために、ある意味では今

、 、後の広報をしっかりやっていただいて 私は

ますますこういう問題はふえてくると思いま

す。利用も頻度も高まると思います。ぜひ、

根絶に向けてといいますか、解決に向けてし

っかり対応して頑張っていかれるように期待

したいと思います。よろしくお願いいたしま

す。

以上です。

○大西一史委員 よかですか、関連して。

今の消費生活センターの県庁内の移転に関

してなんですけれども、一部、移転すると、

要は中心部からずれるからとかいろんな意見

がありましたけれども、基本的には、例えば

熊本市あたりでも同様のそういう窓口があり

ます。ですから、そういう意味では、熊本市

だけでなく、県庁内にそのセンター自体の機

能が移転することは別にいいんですけれど

も、窓口機能としては、やはり市町村との連

携といいますか、市町村の窓口あたりがある

意味ではしっかり機能しなければならない、

そういう意味での県とその市町村との役割分

担といいましょうか、そういったところにつ

いてどういうふうに今検討されているのか、

あるいは連携をされているのか、ちょっとお

尋ねしたいと思います。

○山地食の安全・消費生活課長 今政府の方

でも、消費者庁の設置に伴いまして、消費者

行政の活性化ということを柱として打ち上げ

ておりますけれども、その中で、今度地方消

費者行政活性化交付金というものが交付され

る予定になっておりまして、これに基づきま

して、我々としても市町村の窓口の活性化と

いうことを進めてまいりたいというふうに考

えております。市町村の方にも活性化という

ものを働きかけをいたしまして、幾つかの市

町村からは、実際に拡充したいというお声を

いただいておるところでございます。

役割分担といたしましては、市町村にさら

に窓口を設置していただきまして、しっかり

と相談員を配置していただくと。県の役割と

、 、いたしましては 中核センターということで

広域的な問題また専門的な問題について、し

っかり中心になって対応していくということ

と、また、その人材育成といったような役割

を果たして市町村を支援していくという役割

にシフトしていくんじゃないかというふうに

考えておるところでございます。

、 、○大西一史委員 今 そういう市町村の役割

今からふえていくということなんですけれど

も、やっぱり体制でその市町村によってはば

らつきがあると思うんですよ。熊本市あたり

は恐らくきちっと人も配置して、あるいは広

報もかなりやってますよね。だから、そうい

う意味では、県と市が二重でやる必要は特に

ないのではないかなと。それよりも県が、今

おっしゃったように、中核的なセンターとし

ての機能ということに特化をある程度してい

くということと、窓口に関して、その相談員

の設置状況あたりですね、やっぱりまだ不足

しているんじゃないか、相談員がどれだけい

らっしゃるかによって違うんじゃないかなと

いうふうに思うんですが、その辺の今の現状

認識というのはどうですか。足りているとい

うか、まあ足りてはいないと思うけれども、

47、県内の市町村でですよね、当然そういう

人が割合的には県全体でどのくらいいらっし
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ゃるんですか、この相談員。わかりますか、

今。わからなければいいです。わからなけれ

ば後でいいですけれども。

○山地食の安全・消費生活課長 済みませ

ん。詳細な数は手元にございませんですけれ

ども、今現在、市町村の方で嘱託相談員とい

う形で置いていらっしゃるところは６市町あ

るというふうに把握してございます。そのほ

かの市町村では、職員の方が、ほかの業務と

兼務しながら、相談があったときには対応す

るという状況になっておるところでございま

して、我々としては、そういったところをも

う少し拡充していっていただくようにと。

実は、有資格者、例えば消費生活相談員等

の資格があるんでございますけれども、有資

格者の数というものは非常に限られておると

ころで、消費生活センターの方でも確保に苦

労しておるところでございます。

今年度まで消費生活の地域のリーダーを育

成する講座というものを我々としても開催し

ておるところでございまして、本年度も50人

余の方に参加いただいておるところでござい

ます。こういった方々に資格を取得していた

だくよう促す等して人材の育成というものを

我々としてもしっかりしていきたいというふ

うに考えておるところでございます。

○大西一史委員 わかりました。結構です。

○平野みどり委員 関連でよろしいですか。

今回、県の消費生活センターが水道町から

こちらに来るということで、広域的な中核セ

ンターとしての機能を充実させられるという

、 、 、ことですが 以前 県の消費生活センターを

熊本県広域ですので、例えば天草にもう１つ

つくってほしいとか、いろいろそういう意見

がありましたけれども、そういうことも総合

、 、しながら いろんな研修をしたりするときに

県庁に、一カ所に集めるということじゃなく

て、むしろ私は、遠方の方たちにも相談員に

なっていただけるような学びの機会をいっぱ

いつくるために出向いていただきたいと。一

極集中したからそれでおしまいということに

はならないと思うので、自治体に、それこそ

きちんと専門性を持って取り組む職員、そし

て相談員の方たちが充実していくように、今

後もしっかりやっていただきたいと思いま

す。

以上です。

○重村栄委員長 要望でよろしいですか。

○平野みどり委員 はい、要望です。

○中原隆博委員 先ほど御説明がございまし

たけれども、健康福祉部の方で、繰越明許費

ということで、総額が４億4,600万円余とい

うことで、土木事業そのほかに関連して、こ

れがこういう形になったということでござい

ますので、それをもう少し具体的に御説明い

ただきたいというのが第１点です。

、 、それから 新型インフルエンザなんですが

いろんなウイルスがあるわけでありますか

ら、その中で、例えば渡り鳥ですね、渡り鳥

から日本の例えば鶏とか、鶏を通じて人間に

と、いろんなケースがあると思うんですね。

だから、これは健康危機管理でもちろんやっ

ておられるし、健康福祉であることももちろ

ん大事なことでありますけれども、例えば鳥

インフルエンザというような形になります

と、鶏のことを今一例として挙げましたけれ

ども、畜産課あたりとの連携も必要になって

くるんじゃないかと思うんですよ。

全庁的な取り組みということもおっしゃっ

ておられますので、その辺は重々手抜かりな

くなさっていると思いますけれども、現状の

、 、把握といいますか 現状の認識等も踏まえて

以上の２点について、お答えいただければあ

りがたいと思います。
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以上でございます。

○重村栄委員長 繰越明許費については。

○中原隆博委員 土木の具体的な内容です

ね、どうしてこうなったのかという。

○岡村健康福祉政策課長 私どもが聞いてお

ります中では、例えば適正工期が７カ月の道

路改良工事ということを例にとりますと、例

えば、工事用地内に建物の移転が必要となる

ような工事であったということで、当初計画

では、９月契約で３月に完工するというよう

な予定であったんですけれども、その建物移

転が何らかの都合でおくれて、なかなか契約

に、工事の発注にまだ至っていないというよ

うなことで、やっとそれが片づいたんで契約

しようとしたんだけれども、その適正工期の

７カ月を確保すると、どうしても年度をまた

がってしまうということで、通例ですと、こ

れまでですと、２月議会に設定をして、それ

からまたがって契約しとったんですけれど

も、今契約できるような状態であれば、12月

に明許費を設定させていただいて、そして契

約することによって、早目に翌年度にまたが

ってのその工事の発注ができるというような

工事があった、そのために、全庁的に12月の

方に繰越明許費を設定させていただいたとい

うことでの措置になったということで理解し

ているところでございます。

○中原隆博委員 じゃあ、次年度、21年度で

はそれはもうでき上がるというか、その辺の

見通しはついているということですか。

○岡村健康福祉政策課長 もちろん適正工期

はちゃんと確保してやっております。

○中原隆博委員 わかりました。

○牧野健康危機管理課長 新型インフルエン

ザに関します鳥インフルエンザ関連の御質問

でございます。

御質問にございましたように、新型インフ

ルエンザがどのような形で発生するかという

のは今のところわからない点もございます

が、当面、鳥インフルエンザというのは非常

に大きな課題でございます。

鶏等の家禽もありますし、我が国の場合、

野鳥の場合もございます。それで、畜産課、

もちろん、それから野鳥等に関しましては自

然保護課、関連課と情報を連携する体制をと

ってございます。

鳥の間での感染の封じ込め、それと、それ

に従事する職員なり人のその感染の防止、そ

ういうようなものにつきましては総合的に対

応できるようにということで連携した形をと

っているところでございます。

○中原隆博委員 これは全庁的な取り組みと

いうのが一番大事だと思いますし、どんなウ

イルスかによっても所管等も違ってくると思

いますので、これはもう熊本県、それぞれ47

市町村とも連携を密にとりながら、水際防止

というのが大事であろうというふうに思いま

すので、その点あわせてよろしくお願い申し

上げます。

以上でございます。

○重村栄委員長 ほかに質疑ございますか。

○大西一史委員 議案の13ページ、今のそれ

こそ新型インフルエンザの対策費のところで

すけれども、この防護具ですけれども、これ

は40医療機関、これ、大体何名分ぐらいある

んですかね。

○牧野健康危機管理課長 今回は、一応国庫

補助の枠組みでやっておりますが、１医療機

関当たり330というのが標準になってござい
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。 、ます 購入の仕方によって若干上下はあると

そういうふうな仕組みになってございます。

セットですね、330セット。

○大西一史委員 330セット掛けるの40とい

うことですね。それである程度足りるという

か――足りないんでしょう、当然。

○牧野健康危機管理課長 どのくらい必要か

というのはもちろんわからないわけでござい

まして、一応この積算としましては、入院30

日分というふうな積算をされてございます。

それで、完全にこれでカバーできるかどうか

ということにつきましては難しいと思うんで

すが、できるだけ公的にも支援をすると。基

本的には医療機関が整備される、通常整備さ

れているところでございますが、それをでき

るだけ支援するというふうなところで取り組

もうというふうに考えているところでござい

ます。

○大西一史委員 まあ、一応とりあえず、本

当は一義的には医療機関がこれをやるべきだ

ということでしょうけれども、例えば、熊本

県でいえば空港だとか港だとか、そういった

ところに整備するということはできないわけ

ですかね。むしろ公的な、要は恐らく来るか

もしれないであろうところとか、そういった

ところは整備されているんですかね、そもそ

も。

○牧野健康危機管理課長 今回の整備いたし

ますのは、医療従事者が患者さんと接すると

きに、医療従事者の感染を防いで、逆にいい

ますと、ある程度安心をしてというか、診療

に当たっていただきやすいようにというふう

な趣旨でございます。

それで、一方、県民一般、いわゆる患者さ

んの側につきましては、また、例えばマスク

とかそういうふうなものをつけていただくと

いうふうなことが必要になるかと思います。

その辺につきましては、今後家庭で備えてい

ただく事柄、そういうふうなものの中にそう

いうふうなマスクを日ごろから備えていただ

、 、くとか こういう場合はつけていただくとか

、 、つけ方とか そういうふうなものを情報提供

啓発をやっていきたいというふうに考えてお

ります。

○大西一史委員 一般の人はそうなんでしょ

うけれども、例えば、そういう空港の職員だ

とか、人通りが多いところですよ。例えばリ

スクが高いところと思われるようなスタッフ

の人たちに対してある程度そういったものも

必要じゃないかと思いますので、これは今の

ところまだ対応されてないと思いますけれど

も、今後そういうことを考えていただきたい

というふうに思います。それは当然、行動計

画なりガイドラインなりの改定が今進んでい

るでしょうから、その中でやられるというふ

うに思いますけれども、ただ、国の経済対策

でやるという――経済対策と違うんじゃない

んですか。どう思います。

○重村栄委員長 今の質問、だれか答えます

か。

○大西一史委員 難しいか。

○村田環境生活部長 一応何を幾らというこ

とで確定しておりませんけれども、大体こう

いうのが要るだろうということで今いろいろ

検討している段階。

21年度以降のつもりでございましたけれど

も、ただ、この経済対策のメニューとしてち

ょっと入っております。それは国と同一歩調

をとりまして、ちょっと前倒しでですね、と

りあえずここにもこのぐらい……。

○大西一史委員 まあ、ただ、やっぱりこう
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いうものはもう経済対策だ何だというような

ことではなくて、そもそもこれはやっぱりや

るべきことなんだろうと思いますから、だか

ら、国の方のメニューの出し方もどうなのか

なというのは、もっとこういうふうにしてほ

しいみたいな要望は、国の方に対しても言っ

ていただきたいというふうに思いますね。そ

れを利活用する分には非常にいいことだとい

うふうに思いますけれども、その財源をね。

その辺はそういうふうに思いますので、よろ

しくお願いします。

それと、もう１つだけ、済みません、ちょ

っと別のことで。

これは専決処分のことで、交通事故の話で

すけれども、ちょっと多過ぎませんか。毎回

毎回何か専決処分やっとるような気がします

けれども。

○岡村健康福祉政策課長 実は続けてこうい

った事案の報告をさせていただいておりま

。 。す まことに申しわけないと思っております

件数につきましては、うちの部でいきます

と、18年度が17件、それから19年度が非常に

多うございまして、29件あっております。た

だ、いろいろ取り組みを行った結果だと思い

ますけれども、今年度はまだ４件でございま

す。そういった意味で、かなり締めてきてい

るつもりでございますけれども、なお一層努

めてまいりたいと思っております。

以上です。

○大西一史委員 非常に年末も慌ただしいで

すし、やっぱりこういうことはもうないにこ

したことはないですから、できるだけ職員の

皆さんぴりっとしてもらうためにも氏名の公

表ということを２月議会でちょっと提言し

て、今検討されている最中みたいですけれど

も、そういう意識は持ってもらうように、ぜ

ひ、部長初め皆さん方、注意していただくよ

うにお願いをしておきます。

○平野みどり委員 関連でいいですか。

ちょっと私は大西委員と意見が異なるんで

すけれども、故意に悪質な交通事故というの

は、それはもう処分されたり氏名公表という

のも仕方ないのかなというふうに思うんです

けれども、やはりこれだけ業務が多岐にわた

っていて、職員の皆さんたちも本当に過重労

働だと思うんですよね。その中で移動を余儀

なくされているような場合に不注意でやっぱ

り起こってしまうということは、私たちにも

本当に――私たちも運転してふらっとするこ

とがあったりするんで、そこの労働環境の整

、 、備というか そういう部分にも十分配慮して

そして交通事故を少なくしていくということ

が必要かなと思います。

ですから、氏名公表については、本当に悪

質なもの以外を本当に氏名公表する必要があ

るのかなというふうに私自身は思っていま

す。意見として。

○重村栄委員長 意見としてですね。

○平野みどり委員 はい。

○重村栄委員長 ほかにございませんか。

○平野みどり委員 少子化対策課にお伺いし

ます。

一時保護の児童数の増加による委託費用の

増ということで、一時保護……。保護者の方

が養護施設に子供が行くことに対して納得さ

れなかったということが載ってますよね。こ

れについては、親元に返すのは非常に困難だ

というような判断の中で、養護施設が適当と

いうことで対応されているんだろうというふ

うに思いますけれども、そこら辺の保護者と

いいますか、子供が健全に育っている環境で

はない状況の保護者に対しての支援と理解に

関してどういう取り組みをされているか、そ
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して、ますますこういうパターンがふえてき

ているのかどうかということについてちょっ

とお伺いしたいと思います。

○吉田少子化対策課長 児童を必要があって

一時保護する場合には、基本的には中央児童

相談所に併設されております一時保護所に保

護するというのが原則になりますが、親が施

設入所に同意しないケースで一時保護期間が

長期化するという場合に、また、子供につい

て基本的な生活習慣が自立してないような乳

児、こうした場合には、保護所ではなくて、

乳児院、あるいは児童養護施設、医療機関、

里親等、こうした適当な場所に一時保護委託

ということでやっております。

そうしたケースがふえているというのが今

回の増額をお願いしているところでございま

して、施設入所につきましては、基本的に保

護者の同意が必要になりますので、児童相談

所の方におきまして、個々のケースにつきま

して、保護者への御理解、御説明含めてやっ

ておりますが、その結果どうしてもとれない

ケースにつきましては、家庭裁判所等の審判

によりまして、いわば強制的に施設入所する

ケースがございます。

そうした同意を得られたケースあるいは得

られないケース、いずれにつきましても、相

談所の方で個々のケースに応じまして――で

きれば最終的には家庭への復帰、家族再統合

というのが目標でございますので、保護者の

支援も含めまして、個々のケースにそれぞれ

応じた支援をやっているという状況でござい

ます。

○重村栄委員長 よろしいですか。

○平野みどり委員 はい。

○重村栄委員長 ほかにございませんか。

○平野みどり委員 いいですか。

○重村栄委員長 どうぞ。

○平野みどり委員 自立支援法の件でお伺い

いたします。10ページですね。

施設外の就労等推進事業に係る所要見込み

、 、額の減ということで 就労移行という部分で

一般企業になかなか受け入れていただけない

という状況がある。私の方にもいろいろ相談

を受けたりするんですけれども、後で今回報

告にあるのかなと思ったら、ちょっとないよ

うなんですけれども、自立支援法の見直しの

社会保障審議会での一定の方向が厚生労働省

から発表されて、年末までにもまとめられる

というようなことですけれども、私たちが議

会としても意見書を出した、与党のＰＴの皆

さんたちも抜本見直しという形で出された、

、 、ところが 社保審の議事録等を見てみますと

それぞれの立場からいろんな意見を出されて

いて、これはそういう意味では意見のバラン

スはいいんですけれども、せっかくの厚生労

働省の取りまとめというか、それが我々が思

っているような抜本見直しになっていないよ

うな気がするんですけれども、今の段階でど

のように総括されておられますか。

○前田障害者支援総室長 今月の25日に全国

の主管課長会議がございますので、そのとき

に国の方から何らかのアナウンスがあると思

いますが、自立支援法では２つ大きな問題が

ございまして、１つは、障害者自立支援法の

現行制度そのものについての課題がございま

す。例えば、利用者負担金のあり方だとか障

、 、害程度区分のあり方だとか 現行制度の問題

それともう一つは、障害者自立支援法がスタ

ートするときに積み残された課題がありま

す。それは、障害の範囲ということで、今発

達障害者をどう見るかという議論がございま

すが、その障害者の範囲と、それから障害者
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の所得保障のような積み残された課題、大き

く２つございまして、現行制度につきまして

は、特別対策だとか緊急措置でかなりの改善

が図られてきておりますので、基本的にそれ

を、一時的な対策ではございますが、それを

恒久的な制度にというような動きではないか

なと思っております。

それから、積み残された範囲の問題、障害

者の範囲の問題、それから所得保障等につい

ては、まだ21年度の中でそれが完全に解決さ

れるかどうかについては、今のところ確かな

情報はございませんので、最終的には25日の

国の会議を踏まえてからでということになる

とは思います。

○平野みどり委員 本当に私たちも、運動団

体としても、今回の社保審の審議には非常に

期待していたところですが、国もこういった

情勢ですし、経済的にも国際金融危機の影響

などもあって、ちょっと厚生労働省がかなり

萎縮しちゃってしまっているのかなというふ

うな気がしています。

応益負担に関しても、本来は私たちは応能

ではないかと思うんですが、所得保障が充実

させられていくということがセットでの応益

負担だったらまだ議論の余地はあるんです

が、そういうことの抜本見直しを徹底的にや

るように、今回の厚生労働省からの説明の際

は、地方からの意見をしっかり言っていただ

きたいなというふうに思います。

それと、就労に関してですけれども、ここ

は人事課ではない、人事課は総務ですけれど

も、やっぱり知的障害者の方とか精神障害者

の方々の就労を民間企業にお願いしますと広

げていくというからには、みずから自治体が

模範を示さないと、こうやってこういう形で

対応すれば一般就労できますよと民間企業に

範を示して当たり前なのに、今の現状という

のが、就労移行支援と行政の方から指導的に

言われても、余り真剣に民間企業も聞けない

ですよね。そういうことも含めて、人事課と

もしっかりと今後の取り組み、県庁内での取

り組みについてやっていただきたいというふ

うに思います。

○前田障害者支援総室長 インターンシップ

ということで実習生の受け入れを現在やって

おりますけれども、１名については、臨時で

はございますが、県の方で雇用している状況

がございます。

それから、県だけではなくて市町村にもぜ

ひ取り組んでほしいということで、ことし、

市町村の担当課長さんを集めまして、それで

障害者の方々のインターンシップなり雇用な

りについて前向きに検討してほしいというこ

ととあわせて、障害者の施設の製品の購入に

ついても、自治法の改正によりまして随意契

約等もできるようになりましたので、そのあ

たりも十分活用してほしいというような説明

会も開催しております。

その結果については、できれば、年に１度

か２度は市町村の取り組みの状況等について

もアンケートをとってみたいというふうに思

っているところでございます。

○平野みどり委員 もう１つ私が気になって

いますのは、社会福祉法人等の施設の中で、

知的障害の方とか精神障害の方たちができる

ことというのは結構あると思うんですけれど

も、何か施設での法定雇用率の達成という部

分はどうなんでしょうか。未達成だと思うん

、 。ですけれども そこら辺の状況と取り組みは

○前田障害者支援総室長 施設での障害者の

雇用について詳しい数字はございません。申

しわけございません。ただ、県全般といたし

ましては、一般企業の法定雇用率が1.8％で

ございますが、熊本県の場合には1.91％とい

うことで、全国的に見れば、かなり障害者の

雇用については高い状況にあるとは思ってお
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ります。

○平野みどり委員 わかりました。社会福祉

法人は福祉の現場ですので、そういうところ

が率先して取り組むように県の方からも支援

をしてください。よろしくお願いします。

○城下広作委員 せっかく病院事業所の管理

者がおられますので、ちょっと確認したいん

ですけれども、措置入院の今必要な方、大体

何名おられるか、傾向性、最近ふえていると

か、この状況がちょっとわかれば。

○向井総務経営課長 ちょっとお待ちくださ

い。

○城下広作委員 これは11ページの先ほどの

国庫支出の返納金と関係あったんですね。こ

の部分ありましたよね。

○前田障害者支援総室長 障害者支援総室で

ございます。

毎年大体100名前後で推移をしている状況

にございます。

○城下広作委員 大体100名平均でという形

の部分で。

○前田障害者支援総室長 80名から120名の

間を……。

○城下広作委員 ずっといっているんです

ね。

、 、このこころの病院の必要性は ある意味で

民間でできない、いわゆる措置の必要な方、

この方をある意味では毎年80名から100名と

いう形で。民間でできるなら、本来民間でと

いうんでよかったんですけれども、それがで

きないから、ある意味ではここの必要性がず

っとあるなというふうに思ってましたので、

ここがふえてくるのかなというようなことで

ちょっと心配している。大体じゃあずっと一

定的な数だということなんですね。

○前田障害者支援総室長 今申し上げました

100名というのは県全体の状況でございまし

て、その中で、一部をこころの医療センター

の方で対応していただいているという状況で

ございます。

○城下広作委員 じゃあこころの医療センタ

ーで何名。

○向井総務経営課長 私の方が10月の精神科

病院の数値を把握している段階では、今、障

害者支援総室長、80から100というふうにお

っしゃったんですが、措置患者は62名という

ふうに聞いております。そのうち、こころの

医療センターで11名、約17.7％がこころの医

療センターで今措置患者が入院している、そ

ういった状況でございます。

○城下広作委員 わかりました。

○重村栄委員長 よろしいですか。

○城下広作委員 はい。

○重村栄委員長 ほかにございませんか。

ないようでございますので、質疑は、これ

にて終了をいたします。

ただいまから、本委員会に付託されました

議案第１号及び第９号について、一括して採

決したいと思いますが、御異議ございません

か。

(「異議なし」と呼ぶ者あり)

○重村栄委員長 御異議なしと認め、一括し

て採決いたします。

議案第１号外１件について、原案のとおり

可決することに御異議ありませんか。
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(「異議なし」と呼ぶ者あり)

○重村栄委員長 異議なしと認めます。よっ

て、議案第１号外１件は原案のとおり可決す

ることに決定をいたしました。

次に、継続中の請願を議題とし、これにつ

いて審査を行います。

それでは、請第24号について執行部から状

況の説明を願います。

○吉田少子化対策課長 少子化対策課でござ

います。

請第24号、これは９月定例会に出されまし

た請願でございまして、認可外保育施設、つ

まり、熊本県あるいは熊本市の認可のもとで

公的な補助を受けて運営しております認可保

育施設、それ以外の保育施設でございます。

こうした施設に子供を預けている保護者の連

絡会、さらに、認可外保育施設の経営者の連

絡会からの請願でございます。

県内、現在、162カ所の認可外保育施設が

ございます。これらにつきましては、小規模

な施設を除きまして、県あるいは熊本市に届

け出をすることとされております。なお、こ

のうち県が管轄します熊本市以外の認可外保

育施設は、162カ所の約半分の79施設ござい

ます。

県といたしましても、これまでも、認可あ

るいは認可外を問わず、子供の安全、安心を

確保する観点から、認可外保育施設に対しま

して、その職員あるいは入所します児童の健

康診断費に対する助成を行っております。ま

た、食に対しましては、安全、安心対策など

をテーマにしました研修を１年間に３回実施

するなど、支援を行っているところでござい

ます。

請願の内容は、施設の安全・衛生対策の設

備整備、さらには保育用具の購入費に対する

助成を求めるものでございますが、今後、本

県における認可外保育施設の実態なども改め

て把握した上で、県としてどのようなことが

できるのか検討する必要があると考えており

ます。

なお、現在、こうした認可外保育施設の実

態を把握するために、施設へのアンケート調

査を実施しております。12月中には回収いた

しまして、その後結果の分析等を行うことと

。 、しております こうした結果も踏まえまして

また、保育につきましては、基本的には認可

制度によって市町村が実施する仕組みになっ

ている、こうしたこととの整合性も考慮しな

がら、どのような対応ができるのか、今後検

討してまいりたいというふうに考えておりま

す。

○重村栄委員長 ただいまの説明に関しまし

て質疑はありませんか。

よろしいですか。

(「はい」と呼ぶ者あり)

○重村栄委員長 なければ、これで質疑を終

了いたします。

次に、採決に入ります。

請第24号について、いかがいたしましょう

か。

(「継続」と呼ぶ者あり)

○重村栄委員長 継続という意見があります

ので、継続についてお諮りをいたします。

請第24号を継続審査とすることに御異議あ

りませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○重村栄委員長 異議なしと認めます。よっ

て、請第24号は、継続審査とすることに決定

いたしました。

次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りいたします。

議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査することを議長に申し出ることとし

てよろしいでしょうか。

(「異議なし」と呼ぶ者あり)

○重村栄委員長 それでは、そのように取り

計らいます。
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次に、その他に入ります。

執行部から報告の申し出が15件あっており

ます。

まず、自然保護課職員による不適正な経理

処理に係る調査報告について、執行部から説

明を求めます。

○楢木野環境政策課長 この委員会の冒頭で

部長の方からおわびを申し上げましたけれど

も、このたび自然保護課職員による不適正な

経理処理が判明いたしました。その調査報告

について、環境政策課の方から御報告いたし

ます。

厚生常任委員会報告事項という資料の１ペ

ージから８ページまでが、その資料でござい

ます。

まず、１ページ目ですけれども、平成20年

11月20日に判明しました不適正経理につい

て、以下のようにまとめたということでござ

います。

２ページ目は、これは、当部の環境生活部

長が熊本県知事あてに提出した調査報告のか

がみ文でございます。

調査報告は、３ページ以降になっておりま

す。

まず、３ページ目、経緯の方から御説明い

たしたいと思いますが、去る11月17日から21

日の日程で会計検査院が本県の、これは環境

生活部でありませんで、教育庁の方に検査に

入った折に、これは20日でございますけれど

も、検査先の事務用品業者の帳簿に前受金と

いうインデックスがあって、これは何でしょ

うかというふうに業者にただしたところ、こ

れは単県事業でございますので、検査対象に

なりませんけれども、自然保護課からの預け

金だということが判明をいたしました。夜、

正確には夕方６時半ごろうちの方に連絡があ

りましたもんですから、早速事実確認をしま

したところ、担当職員も不適正な経理処理を

行ったと事実を認めたものですから、２にあ

りますように、11月20日から25日の間、22日

から24日は、これは休みの日で連休を挟んで

おりますけれども、この間に調査をいたしま

した。

その結果判明した事実は、その点線枠囲み

のところでございます。

19年度予算残額の一部を業者に預けておき

まして、20年度において執行したものが、担

当者からの聴取により、これは１社じゃなく

て別の業者にも同様にやったということで、

合計２社ございまして、約70万円。一部、そ

のうち9,663円については、まだ残額がござ

います。18年度予算残額の一部につきまして

も、同様２社から約44万円の預けを受け取っ

たということで判明をいたしました。

この結果を取りまとめまして、二役、総務

部長等に報告するとともに、11月25日開催の

県議会特別委員会で公表し、謝罪したところ

でございます。

また、次のページ、４ページになりますけ

れども、決算特別委員会後直ちに記者会見を

行うとともに、その日に環境生活部長が全職

、 。員を緊急に集め 部長訓辞を行っております

３が、その後の調査結果でございます。

11月25日から12月４日までの間に、自然保

護課担当職員、上司から数回にわたり事情を

聞きました。また、業者２社の協力を得て、

納品メモ等のさらなる確認を行いまして、納

品された物品の価格等が適正かどうかも調査

をいたしました。

聞き取り等調査対象者及び確認事項は、そ

こに書いてありますように、①から⑤のとお

りでございます。

調査結果でございますが、簡単に御説明い

たしますと、まず、担当職員への確認事項に

つきましては、黒丸の１つ目ですけれども、

私的収得、金品等の授受は、これは一切ない

ということを申しております。

それから、これまで同様の不適正経理を行

わなかったかということについては、今回が
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初めてだということでございました。

それから、上司への相談でございますけれ

、 、 、 、ども これは 担当職員としましては 上司

これは班長及び総括補佐でございますが、こ

れは同時に相談して、執行残として残す必要

。 、はないと言われて処理をしたと このときに

預けというのは自分はわかっていたんではな

いかと思うというコメントがございました。

自然保護課は以前も預けがなかったかとい

うことにつきましては、これはないというこ

とで、これは、担当職員、前任者、前庶務班

長、業者全部の説明が一致しております。

上司の班長でございますけれども、班長に

つきましては、18年度分、19年度分とも総括

補佐から残さなくていいという指示があった

けれども、これにつきましては、預けという

意識はなかったということでございました。

ただ、この班長につきましては、預けにつ

きましては、平成19年度当初には気づいてな

かったけれども、19年度の７月、８月ごろ、

管理調達課にないような物品が素早く納品さ

れたことから、担当に確認して、このときに

は預けてますということを確認しています。

これは早く精算してしまうようにという指示

をしております。

翌20年度におきましては、執行残の処理の

とき預けは知らなかったけれども、６月下旬

ごろ、これは備品に該当しますファイバース

コープが納品されたとき預けに気づいたけれ

ども、担当に確認はしなかったと、このとき

は黙認という形をとったということを言って

おります。

上司、総括補佐につきましては、これは６

ページの方になりますけれども、かかわりに

つきましては、最初の黒丸のところですけれ

ども、はっきりとした記憶がないということ

を申しております。

④の課長への確認事項につきましては、預

けの認識は全くなく、また相談等も受けてい

ないということで、これにつきましては、担

当職員、班長、総括補佐の説明と一致してお

ります。

また、⑤としまして、業者への確認事項、

２業者確認いたしましたけれども、自然保護

課で以前も預けがなかったかということにつ

きましては、ないと、２社とも同様の回答で

ございます。

それから、１つ、黒丸の３つ目ですけれど

も、実際に納品された物品は、一般の販売価

格より高いのではないかということにつきま

しては、これは定価より安く納入できると思

うということで、我々もこれにつきましては

調べられるだけ調べまして、７ページにあり

ますけれども、大体、フラットファイル等、

定価より２割程度差し引いて納品してあるよ

うでございます。

それから、歳暮とか中元とか含めて担当者

に対して金品等の授受はなかったかというこ

とにつきましては、要求されたこともないし

贈ったこともないと、そのような経費もない

ということで、これは業者２社とも同様の回

答でございました。

その他としましては、自然保護課の過去５

年間分の一般需用費については、これは全庁

調査とも重なってまいりますけれども、引き

続き調査してまいります。

４の総括でございますが、以上の聴取をま

とめますと、そこにありますように、ポツ１

、 、つ目ですけれども 金品等の授受はなかった

それから２つ目のポツで、納入された物品に

ついては、現在残っているものについては確

認を行いまして、一部費消されたものもあり

ますけれども、これらは業務用に使用された

ものと思われ、私的収得等はなかったと思わ

れます。

物品の価格については、業者が納入した額

の当否を十分審査していない点があったこと

は否めません。しかし、不当に高いものはな

かったと思われます。

、 、それから ８ページでございますけれども
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預けを上司が認識していたか否かにつきまし

ては、今御説明しましたように、各人の受け

取り方が異なっております。この点につきま

しては、聴取によりこれ以上明確にすること

は困難と判断をいたしました。

、 、環境生活部としての判断は 以下のとおり

点線枠囲みの中でございますが、２段目の行

でございますが、少なくとも最初の時点にお

いては、預けをするという組織的な意思決定

はなかったと思われるものの、途中でチェッ

クできなかったことを考慮すると、結果的に

は組織全体の問題であると言わざるを得ず、

担当職員一人だけの責任に帰せるものではな

いと考えられます。

①から④までは、それぞれの課長、それか

ら担当職員等についてのコメントでございま

す。

結論を一番最後の行、３行にまとめており

、 、 、 、ますが 結論としましては 課長 総括補佐

班長、担当職員が預けを認識していたか否か

という問題以上に、このような事態の発生を

防げなかった組織としての責任は大きいと考

えるということで総括を結論づけておりま

す。

部長から申し上げましたように、今後二度

とこのようなことが起きませんように、職員

一丸となって、今後信頼回復に向けて全力を

挙げてまいりたいと思っております。

報告は以上でございます。

○重村栄委員長 ただいまの説明に関しまし

て質疑はございませんか。

○大西一史委員 この件に関しては、もう私

も一般質問でいろいろ取り上げましたし、ほ

かの議員からも相当いろいろありました。ま

た、詳細ないろいろ結果の御報告もあってお

りますから、余り重複はしないようにと思っ

ていますが、ただ、こういう今調査結果を見

る限りで、例えば、預けという方法があるの

は正直知っていたけれども、預けを行ったの

は今回が初めてということだけれども、その

手法がもうわかってやっとる以上は、これは

もう過去にやはりやっているんじゃないかと

疑ってかかるぐらい、過去にさかのぼって調

査をすべきだと思います。

あるいは、６ページかな、前課長とか前班

長、前担当の印鑑が預けられていたというこ

ととかについても、認識は全くなかったとい

うことですけれども、結果として組織的な関

与、組織的なそういう体質があったと言わざ

るを得ないということで、部長もそうやって

、 、言われていますけれども 釈然としないのは

こういうことができてしまうということが、

チェック機能の甘さというのもあるんでしょ

うけれども、本当に、この職員も含めてです

、 。けれども こういったことが初めてなのかと

やっぱり過去には相当県庁の中でこういうこ

とが行われていたんじゃないかというふうに

思わざるを得ないというふうに思いますけれ

ども、その点について、どなたかお答えをい

ただきたいというのが１つ。

、 、それから こういう物品の調達に関しては

当然集中購買をするようになっとるはずなん

ですよね。その特定の物以外は、本庁調達分

というのは、ほとんど備品とか消耗品に関し

ては管理調達課ですかね、で全部やるように

なっとるということで、その辺とのバランス

といいますか、予算執行をするに当たっての

その辺のもう一回見直しといいますか、そう

いったものをちゃんとやらないと、これはま

た出るんじゃないかなというふうに、やろう

と思えばできるということですよね。

、 、だから 本当に再発防止というんであれば

集中購買のあり方とか、そういう物品あたり

の取得あたりの規則あたりもちゃんとあるわ

けですから、そういったものの見直しとか徹

底をしないと、職員の人たち、ある程度なれ

てくると、このぐらいいいんじゃないかとい

う気持ちが出てくるというのがあるんじゃな
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いかなというふうに思います。ある職員の方

に聞いたらば、まず１～２年目の職員はそう

いうことはしないだろうけれども、ある程度

なれてきたところでこういうことを起こして

しまっているんじゃないだろうかと、気の緩

みなんかがあるんじゃないだろうかというふ

うな話がありました。

ですから、その辺も含めて、ちょっと総括

的に今あれこれ聞きましたけれども、ちょっ

とお答えいただければというふうに思いま

す。

○村田環境生活部長 現実には、知識として

知っとるかどうかという意味では、私も、平

成６年以降のいわゆる官官接待とか、全国的

に裏金問題がございました。そういう意味で

は、私自身の知識としてはあります。念のた

め、この当該者も、前任の状態あたり、前職

、 、場の状況も聞いたんですが 前職場それぞれ

その前の方もこのような形ができるような権

限ポストではありませんでしたので、前任、

当事者については初めてというのはそうかな

というふうな感触を持っております。

現実にそういうものとして疑われても仕方

ない状況になっているのは、もう我々受けと

めて、今回の全庁調査の中でそういう意味で

見て全部出す、もしあるとすれば出せと、出

すということで今調査にかかりましたので、

そういう意味では、今回の事実が判明したこ

とをある意味では一つの基礎として、次のス

テップに我々が１つ変わっていく、そういう

。 、シナリオの中でやるべきことかなと だから

今全庁調査の中でそういうことをお示しし

て、あるということであれば、それはその中

で反省をしながら次の流れに移行していく手

順を踏むしかないかなというふうに思ってお

ります。

なぜこういう形がということを、実は私自

身も平成６年以降のいろんなこの事務にかか

わってきましたので、自分自身も相当仕組み

の中で発生しないようなことはやってきたつ

もりでありますが、やはりこういうふうに、

いわゆる消耗品等々の流れの中で出てくるこ

とがどうしても出てきます。いわゆる管理調

達課で集中購買してないもの、そこにないも

のは各課で買えるような仕組みになっておる

わけでございまして、なおかつ、いわゆる随

意契約の問題等々も含めまして、システムの

中でそういうものが発生しないようなこと

が、今回の検証の中で改められていくという

ことが大事だろうと思います。

一番簡単な例でいいますと、検収というこ

とをやることで現物をそれぞれ班長が確認す

るようになっておりますけれども、これは正

直言って印鑑がついてあっただけということ

であります。したがって、そういうものの徹

、 、底 あるいはもう少し仕組み的に変える中で

もうそういうことが発生しないような仕組み

を構築することが、結果的には将来の余地を

なくしていくことになるんではないかという

ふうに思いますので、そういう意味では、私

どもからも、今回の調査の中で出てきた事柄

、 、 、で反省点とあることは 会計課なり 人事課

あるいは財政等々に逆に意見を申し上げて、

仕組みが変わるようなことを考えていきたい

ということでおります。

とりあえず今全庁調査の中で、もっとある

のであれば、そこは正直なところで出してい

く、あるものはあるという形で出していく中

でもう一度やろうというふうなことにしてお

りますので、その全体検証をまた行ってまい

りたいというふうに思っております。

○重村栄委員長 よろしいですか。

○大西一史委員 はい。

○重村栄委員長 ほかにございませんか。

○平野みどり委員 今回のこの不正経理に関
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しましては、農政部の私的流用のあの事件と

ほぼ時期が重なっていたがために、同様に同

類というような形で県民の皆さんたちが思わ

れているのではないかと、その点はちょっと

きちんと切り離して考えなければいけないと

思っているんですね。

今回の不適正な経理ではありますけれど

も、個人がわざわざやる理由はないわけです

ね。恐らく、ここには執行残として残す必要

はないと言われたという、これをおもんばか

って担当者は預けという形で行動したわけで

すけれども、大西さんの意見とも重なります

、 、けれども そういうことを容認するというか

それをはっきり明言はしないまでもにおわせ

るような処理をするようにというようなこと

が、県庁内いろんなところに体質として、風

土としてはびこっていたんだと思うんですよ

ね。

これは、国の事業、補助事業の単年度主義

とか、そういう部分とも相まって、皆さんた

ちも、執行残は残したら次年度の予算が獲得

できないんじゃないかとか、そういうふうな

仕組み、国とか県の予算の仕組みもしっかり

、 、 、と考えていって 例えば 執行残は残っても

、 、こうこうこういう理由で残りました 次年度

きちんと要りますというふうなことで担保さ

れるようであれば、わざわざこうやって残し

て課内の留保金はよそに預けておくというよ

うなことをせずに済むと思うんですよね。で

すから、やはりこれは本当にシステムの問題

と思いますので、私は本当にこの担当職員の

、 、方 確かに不正な経理ではありますけれども

ある意味気の毒にさえ思います。

だから、今回は、こういった事態が今後一

切起こらないように、徹底的に、もう過去の

、 、ことは過去で 知事にも言いましたけれども

不問に付してまで二度と起こらないような仕

組みづくり、システムづくりをやっていくこ

とが大事だというふうに思っています。

その点について、犯人捜しとか個人の責任

に帰するということだけはされない、じゃな

いと、また心の病を持っていかれたりしては

もうとんでもないことです。人的資源の損失

になりますので、それがないようにしていた

だきたいんですが。

○村田環境生活部長 執行残をいわゆる使い

切るという考え方については、実はもう長い

時期残すべきものは残すと、現に決算の書類

を見ていただいてもわかりますように、執行

残ということで明確に書くようなことでやっ

ておりますので、もう私としては、多分幹部

職員もそうだと思います。なぜというところ

が実はあったのは正直なところです。別に今

次年度の予算が減るからという意識は少なく

とも我々基本的にはないというふうに思って

いるので、そこらあたりはさらに、そういう

体質があるということであれば、今こういう

ことが出たわけですから、そこを徹底するこ

とをやっていかないかぬというのが第１点。

それから、担当の責めに帰するだけには我

々もう一切考えておりません。この調査報告

書の中でも、調査を断念というか、やめるこ

とを書いておりますけれども、余りにも、実

は正直にこの３者の意見が食い違っているこ

とを出しました。正直言って裸状態で出して

いるんですが、これはもうその３者の意見を

調整するようなこともできませんし、そこは

正直なところで調査報告を出して、これ以上

その違いを埋めることは、担当、班長、課長

補佐、課長それぞれ追い込むことになります

ので、そこはそれとして考えても、それ以上

、 、に 私どもがそのことが発生したということ

そういう組織としてのあり方を、責任を考え

れば、それはもう事柄の事実以上の大きな責

任でありますので、それをとらえて今後のこ

とにすればいいんではないかというのが私の

正直なことで、決して一担当に責任をかぶせ

るというふうな形は、今回の調査の流れの中

でもしてはこなかったつもりでございます。
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我々本当、環境生活部全員がそういう意味

では真摯に反省をいたしておりますし、次の

ステップに生かしていきたいというふうに思

っております。

○平野みどり委員 今聞きまして、それも信

じて頑張っていただきたいと思います。やは

りこの際いろいろ言われている県庁内の体質

改善ですよね。やっぱり世間一般と違う部分

というのを積極的に改善していこうというこ

とを上司の皆さんを中心にやっていただきた

いというふうに思います。

以上です。

○重村栄委員長 ほかにございますか。

○城下広作委員 今いろいろ話を聞いており

ました。職員の方は、ぜひ必要な部分は本当

に必要だということを堂々と言っていただい

て、そして購入すると。本当に必要なら予算

を要求すると。これは県民のためですから、

そういう仕事で必要なものはしっかりと要求

していくと。ただ、本当に余ったら、ちゃん

と執行残として上げるという、このめり張り

のことをやるべきであって、この問題によっ

て、必要なものまで、例えば次年度からもう

遠慮しなきゃいけないと、これはまた逆に言

えば仕事に対してマイナスになるということ

は、これはいけないことだと思っています。

私が一番この問題で、もしかしたらという

ふうに心配していたのは、価格が、要するに

定価になっていたり高いんではないかという

ことがあれば、これは弁解する余地はないと

思っておりました。ただ、ここで報告にある

ように、価格はちゃんと安いというふうに思

うとあるのが、ちょっとはっきり言い切って

もらいたいんですけれども、いわゆる通常買

うときの価格と変わらないと、いわゆる一般

に皆さんが買うときと変わらないと。これが

定価だったら、これは完全におかしいという

ふうなことで、これは弁解もできないなと思

ったんですけれども、いずれにしても、今部

長が言われているとおり、今回の問題を、ま

だほかの課で出てくるかもしれません。そう

すると、本当に欲しいから、欲しいけどなか

なか買いにくいからということの部分があっ

たら、またこれはかえってマイナスになるか

ら、この辺のこと、しっかりとある意味では

教訓にしていただきたいというふうに思いま

す。

以上でございます。

○重村栄委員長 よろしいですか。コメント

は要りませんか。

○城下広作委員 いいです。

○重村栄委員長 いいですか。

ほかにございませんか。

なければ、これにて質疑を終了させていた

だきます。

質疑は終わりましたけれども、一応私の方

から皆さん方にお願いというか、委員長とし

て発言をさせていただきたいと思います。

今回の件は、環境生活部の自然保護課の事

件として出てきましたけれども、これは、環

境生活部だけの問題じゃなく、健康福祉部に

ついても、あるいは病院事業についても、皆

さん方の共通の課題としてしっかりと受けと

めていただきたいというのをまずお願いをし

たいと思います。

本来は県庁全部に対して申し上げたいんで

すが、私が一応所管していますこの委員会の

中で、皆さん方には、この意識をまずしっか

りともう一度改めて認識をしていただきたい

というふうに思います。

今回の預けという問題は、事が明らかにな

った時点で、やはり県民から県行政を信頼す

るというその二文字を消してしまったと、そ

んなふうに思います。この回復のためには並
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々ならぬ努力が必要だと思っておりますの

で、皆さん方お一人一人が自分の守備範囲で

しっかりとその意識を持っていただいて、そ

れを一つにまとめていただきたいと思いま

す。一人一人の気持ちがばらばらになってお

りますと、当然この問題もまた同じようなこ

との繰り返しになると、そんなふうに思いま

、 、すので そういった目的をきちんと明確にし

自分の意識の中に一人一人が植えつけて仕事

に当たっていただきたいと、そんなふうに思

っております。

当然のことながら、二度とあってはいけな

いことであります。ただ、そのためには、今

回の事柄を契機にして、もう一回本当にほか

にはなかったのか、ほかの部署ではなかった

のか、あるいはこれに類似したことが行われ

ていないのか、そういったことをしっかりと

チェックをしてください。そして、その検証

をした上で前に進んでいただきたいと、そん

なふうに思います。

やっぱり私どもは、一人一人が税金を納め

ております。これはやはりこの景気の中で血

税でございますので、やはり税金のむだ遣い

は当然困りますし、あるいは手続にのっとっ

ていない使い方、これも非常に困るわけでご

ざいますので、この税金というものを大事な

ものだということで、自分のお金ならどんな

に使ってもらっても構いませんけれども、こ

れは県民の税金でございますから、その税金

という意識をもう一回しっかりと持っていた

だきたい、そのようにお願いをしたいと思い

ます。

それと、やはり法令の遵守、決まりを守る

。 、と 先ほど部長のお話もありましたけれども

本来はきちんとチェックをしなくちゃいけな

かったのがしてなかったと。手続の不備であ

りますから、そういった意味でやはり守らな

くちゃいけない手続はきちんと守ると、自分

がしなくちゃいけない手続はきちんと履行す

ると、こういう意識をもう一回確認をしてい

ただきたいと思います。

とにかく県民の皆さん方から信頼を回復し

ていただくようにしっかりと反省をし、そし

て一歩前に進んでください。

私は学生のときラグビーをやってたんです

が、そのラグビーの世界では、ワンフォーオ

ール・オールフォーワンという言葉がありま

す。一人一人は全体のために、全体は一つの

目的のためにという言葉であります。これは

皆さん方の仕事にも当てはまる言葉だと思い

ます。

ラグビーの世界で、皆さん方関係ない方も

たくさんいらっしゃるかと思いますけれど

も、やはりほかの世界の言葉でも自分たちの

仕事にはきちっと当てはまるものがございま

すので、その言葉の意味をもう一回勉強して

いただいて、そして今回の反省の一つの糧に

していただければ、少しでもよくなる行政が

できるのではないかと思いますので、皆さん

方の今からの御努力とそして県民の信頼回復

のために、日々の積み重ねをお願いしておき

たいと思います。よろしくお願いします。

まだほかに14件報告がございますが、ちょ

っと時間もかなり経過しておりますので、こ

こで５分程度休憩をとらせていただきたいと

思います。

休憩後にまた再開をいたします。

５分程度休憩いたします。

午前11時33分休憩

午前11時39分開議

○重村栄委員長 皆さんおそろいのようでご

ざいますので、休憩前に引き続き厚生常任委

員会を再開いたします。

今からほかの報告事項14件について執行部

の説明を求めた後、一括して質疑を受けたい

と思います。

それでは、説明を求めますが、時間が大分

経過いたしておりますので、簡潔にわかりや

すく、ポイントをしっかりとらえて説明をし
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てください。

それではまず、福留環境保全課長から説明

をお願いします。

○福留環境保全課長 環境保全課でございま

す。

報告資料の９ページをお願いいたします。

これは、浮遊粒子状物質中のイオン成分等

調査による汚染原因解明に関する研究結果に

ついて御報告いたします。

11月11日に開催されました韓国・忠清南道

との意見交換会におきまして、保健環境科学

研究所が発表した研究結果でございます。

研究の目的でございますが、光化学スモッ

グ発生や浮遊粒子状物質濃度上昇、煙霧発生

時等における浮遊粒子状物質に含まれる水銀

濃度などを調査、解析し、汚染原因の解明を

行ったものでございます。

４の研究結果につきましては、裏面、10ペ

ージで御説明をいたします。

左上の図をごらんください。

図の棒グラフは、宇土、八代、水俣で調査

しました各月の水銀値を示しております。１

月が他の月の２倍ほどの高さとなっていま

す。ただ、数値的には、点線で示します指針

値の10分の１程度でございますが、１月は、

他の月よりも高くなっているということでご

ざいます。

また、同時に調査しました赤線の折れ線で

示します硫酸イオン、これも１月に高くなっ

ております。この硫酸イオンは、石炭や重油

の中に含まれている硫黄分に由来するもので

ございます。

この１月の調査は、１月８日から９日にか

けて行っておりますが、その日には県内で広

域に煙霧が発生しておりまして、そのときの

大気の流れは、右の図のように、大陸から流

れていることが後方流跡線から認められま

す。

この後方流跡線といいますのは、汚染物質

を含む空気の塊が流れた線を、跡を線でつな

いだものでございまして、汚染物質の輸送経

路を知ることができます。これは、アメリカ

の気象観測衛星「ノア」のデータを解析しま

して、この空気の流れを線でつないだものと

いうことでございまして、右の図の青い線が

１月８日の空気の流れ、それから黄色の線が

１月９日の空気の流れで、大陸の方から九

州・熊本の方に向かってきているというのが

これでわかります。

左下の図は、煙霧が出ますと、これは光化

学スモッグのときですけれども、普通の状態

は左の写真のようにきれいに澄み切って遠方

の阿蘇が見えますが、煙霧が発生しますと、

右のように白く濁った状態になります。

９ページにお戻りいただきたいと思いま

す。

９ページ、下、５に記載のように、広域的

な汚染に対応するため、本県が提案しました

有害大気汚染物質観測及び緊急時の体制整備

に関する取り組み方針が５月の九州地方知事

会で承認されまして、現在各県が連携した取

り組みを行っているところでございます。

以上でございます。よろしくお願い申し上

げます。

○小嶋水環境課長 水環境課でございます。

それでは、委員会報告資料の11ページをお

願い申し上げます。

県立天草養護学校におきまして、シアンの

検出事案がございましたので、その概要を御

報告申し上げます。

１の(1)の経緯のところをごらんいただき

たいと思います。

県立天草養護学校におきましては、１行目

のところでございますけれども、水道法の水

質基準の4.7倍のシアンが10月半ばに検出さ

れたところでございます。

３行目に書いてございますが、10月27日に

報告を水環境課の方で受領いたしまして以
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、 、降 直ちに天草市の方と協議をいたしまして

同校周辺の民家30戸の飲用井戸につきまして

も飲用自粛を指導するとともに、天草市にお

きまして応急的な給水活動を実施したところ

でございます。

その後、学校側で採水をいたしました井戸

水の原水からはシアンが検出されなかったこ

ともございまして、市の方と協議をいたしま

して、地下水由来のシアンの可能性は低いと

判断をいたしまして、周辺民家の井戸につき

ましては、飲用自粛を解除したところでござ

います。

なお、学校の浄水からは引き続きシアンが

検出されたこともございまして、天草市にお

きましては、仮設の配水管工事を行って、応

急的に水道水の給水を開始しているところで

ございます。

(2)に恒久的な対策の見通しを書いてござ

いますけれども、来年度からは、この地区に

天草市でもう水道整備をやるということで、

そういった形で対応をしておられるところで

ございます。

２に、原因究明を書いてございますけれど

も、浄水からシアンが検出されました原因に

つきましては、現在、課と保環研、それから

天草保健所等で連携をいたしまして、調査を

行っているところでございます。

次に、12ページをお願いいたします。

平成20年度ゴルフ場で使用された農薬に関

する水質調査結果につきまして御報告申し上

げます。

ゴルフ場で使用されます農薬による水質汚

濁の防止を図るために、環境省が定めます暫

定指導指針及び県で定めます農薬の安全使用

に関する指導要綱に基づきまして、調査を実

施しているものでございます。

この調査のほかにも、県内のゴルフ場にお

きましては、県が定める指導要綱等に基づき

まして、年２回以上の自主検査、保健所から

の随時の立入調査等も行って、適正な水質管

理が行われるように指導を行っているところ

でございます。

１に調査期間ございますが、ことしの６月

から９月までということでございます。

２の対象ゴルフ場につきましては、平成20

年度から５年かけまして、県内の44ゴルフ場

の排出水、それから所有しております井戸水

を調査することとしてございまして、本年度

は、有明保健所、山鹿保健所管内の９ゴルフ

場を調査することといたしました。

調査内容につきましては、３の(2)に書い

てございますけれども、調査農薬といたしま

して、殺虫剤、それから殺菌剤、除草剤の30

物質となってございます。

13ページをごらんいただきたいと思いま

す。

調査結果につきましては、排出水、井戸水

すべてにおきまして農薬の検出はございませ

んでした。

次に、15ページをお願い申し上げます。

15ページは、熊本県知事の権限に属する事

務処理の特例に関する条例の一部を改正する

条例についてでございます。

この条例につきましては、地方自治法の第

252条の17の２の規定に基づきまして、知事

の事務権限を市町村に移譲するための条例で

ございます。

毎年度、市町村と協議が調った事務権限を

逐次改正を行って移譲しているところでござ

います。今回の改正につきましては、新たに

８法令77項目を移譲することとしてございま

すが、条例案そのものは総務常任委員会で審

議されているところでございます。

その資料の左から３つ目の項目の一番上に

今回の改正趣旨を記載しております。また、

２段目に改正の内容をつけておりますが、水

環境課といたしましては、水道法に基づく事

務のうち、簡易専用水道の指導監督に関する

事務につきまして、本年度は、天草市及び宇

城市に移譲するものでございます。



- 28 -

移譲される事務といたしましては、市町村

長が必要があると認めるときに、簡易専用水

道の設置者から管理についての必要な報告を

求めたり、あるいは職員に立入検査をさせる

ことができる権限、それから厚生省令で定め

ます基準に適合しないと認められるときに設

置者に対しまして改善を命ずる権限、また、

命令に従わなかったときに給水停止命令をす

る権限等でございまして、市町村が直接住民

の皆さん方に安全、安心な水を供給し、迅速

な措置をとることができるようになると考え

ておるところでございます。

施行期日につきましては、平成21年４月１

日としてございます。

以上でございます。

○山本廃棄物対策課長 廃棄物対策課でござ

います。

16ページをお願いいたします。

公共関与による管理型最終処分場の整備に

ついて御報告を申し上げます。

まず、１の最近の主な取り組みでございま

す。

９月29日には基本設計を策定いたしまし

た。これを踏まえて、環境影響評価方法書を

作成いたしまして、条例に従い、10月28日か

ら11月27日まで公告・縦覧をいたしました。

、 、この間 ８回にわたり住民説明会等を開催し

約300人の方々に御参加をいただきました。

これまで、地下水、農業用水への影響が心配

などという御意見を450件ほど寄せられてお

ります。今後、熊本県環境整備事業団といた

しまして、取りまとめの上、知事及び関係市

町長に送付することとしております。

今後できるだけ多くの御意見をいただきな

がら、地元の合意形成に向けて、誠心誠意対

応してまいりたいと思っております。

なお、資料には記載しておりませんが、12

月８日に、環境影響評価審査会による現地調

査が実施されました。また、翌９日には、南

関町副町長が来庁されまして、同町大場、胡

麻草の両区長連名で処分場設置反対に関する

陳情書が町長及び議長あてに提出された旨の

御報告をいただきました。あわせて、両地区

ではまだまだ説明が不足しているので、適切

な対処を願いたいとの要請もいただきまし

た。両区の方々には一層丁寧に御説明をさせ

ていただきますとともに、他の関係地区住民

の方々にも十分に説明してまいる所存でござ

います。

次のページの２の今後の取り組みでござい

ますが、ただいま申し上げましたとおり、何

よりまず地元の御理解が第一でございますの

で、引き続き、環境アセスメントの手続や地

下水調査などさまざまな機会を通じまして、

事業の必要性、安全性について丁寧に御説明

をしてまいります。

３の基本設計の概要でございます。

平成18年９月に制定いたしました基本構想

をもとに、その後実施いたしました測量や地

質調査等の結果を踏まえまして、基本設計を

策定いたしました。その概要は、記載のとお

りでございます。

また、平面図を次ページに掲載をしておる

ところでございます。

埋立容量につきましては、現地の地形及び

最近の最終処分量の動向を踏まえ、約45万立

方メートルといたしました。また、概算事業

費は約62億円となっております。

この基本設計を踏まえて、来年度以降に取

り組むこととしております実施設計におい

、 。て 詳細を詰めてまいることとしております

１枚おめくりをいただきまして、４の環境

影響評価手続についてでございます。

現在、第１段階でございます方法書の策定

の手続中であります。今後の手続は、その調

査検討の手法や方法について、住民、行政、

専門家の方々から幅広く御意見をいただき、

関係者に一層の御理解をいただける方法書と

なるような取り組みでございます。
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熊本県環境影響評価技術指針に定めます18

項目に交通安全を追加選定するとともに、地

、 、元に関心の高い地下水 農業用水については

今後重点的に調査検討を行ってまいります。

方法書手続終了後は、現地調査を実施し、

準備書の作成手続へと移行することとなりま

す。

説明は以上でございますが、これからも丁

寧な説明を心がけ、最終処分場の整備に御理

解を得る努力を重ねてまいる所存でございま

す。

以上、よろしくお願いいたします。

○谷﨑水俣病保健課長 水俣病保健課でござ

います。

報告事項資料の20ページをお願いいたしま

す。

まず、前回の厚生常任委員会以降の主な経

緯について御報告をいたします。

10月３日の日に、与党水俣病問題に関する

プロジェクトチームの園田座長が、不知火患

者会と会っておられます。冒頭の部長の説明

の中でも言われましたが、11月13日に、水俣

病対策特別委員会の正副委員長が、チッソの

後藤会長に救済策に応じるよう改めて要請を

されるとともに、環境大臣と会われまして、

今後とも、早期解決に向けて、国、県が連携

して対応していくことを御確認いただいたと

ころでございます。

その11月13日の内容でございますが、２の

(1)にまとめております。

まず、チッソの後藤会長ですが、救済策に

対する基本的な考え方は変わっていない、救

済策を受け入れるためには、分社化の確信が

得られることが最低条件という発言があって

おります。

なお、環境大臣との会談の中では、大臣か

ら、与党ＰＴ案が実施できるよう我々も全力

を挙げたい、チッソが基本的な考え方に合意

してもらう必要があるので、その説得に全力

を挙げている、今後とも一緒に努力していき

たいという発言があっております。

あわせて、園田座長との意見交換もされて

おりまして、座長からは、チッソの説得が救

済策実現のかぎであると、裁判を行っている

団体とも現在話し合いを続けているという趣

旨の発言があっております。

次のページをお願いいたします。

被害者団体の動向でございますが、与党Ｐ

Ｔの受け入れを表明されております出水の会

と芦北の会は、それぞれ、環境省に対しまし

て、チッソへのさらなる説得を続けるよう要

請されております。また、与党ＰＴの受け入

れを拒否されております不知火患者会は、先

ほども経緯の中で申し上げましたように、園

田座長と会われまして、司法による解決を要

請され、これに対して、園田座長は、司法の

場で和解による解決ができるなら努力したい

との発言があった模様でございます。

３の認定業務の状況及び４の水俣病に関す

る裁判の状況につきましては、前回以降状況

に大きな変化はございません。

以上でございます。

○吉田少子化対策課長 少子化対策課でござ

います。

報告資料の22ページをお願いいたします。

熊本県ひとり親家庭等自立促進計画の策定

状況について御報告申し上げます。

１の経緯にございますように、県では、平

成14年11月に改正されました母子及び寡婦福

祉法、さらに、15年３月に国において示され

ました母子家庭等施策に係る基本方針に基づ

きまして自立促進計画を定めております。こ

の現在の計画期間が平成20年度末で終了いた

しますことから、本年度、新しい計画目標値

等の設定を含めて計画の改訂案の検討を行っ

ているところでございます。

２ 計画の改訂内容の概要につきまして、

まず、(1)の①基本理念につきましては、現
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在の計画に定めますひとり親家庭等が自立し

安心して生活できる環境づくりというものを

維持することとしております。

また、②の基本目標につきましても、本年

度計画策定に際しまして県の方で実施いたし

ました県内のひとり親家庭の実態調査におき

まして、収入額の平均が181万円と、ひとり

親家庭、母子家庭、非常に低い水準にござい

ます。こうした経済的に厳しい状況にあるこ

となども踏まえまして、現計画の基本目標を

維持することとしております。

具体的には、記載のとおり、１番、就業支

援、さらには、２番、子育て、生活支援、３

番、経済的支援等々の６つの目標を維持する

こととしております。

なお、改訂する計画の計画期間につきまし

ては、(2)にありますように、21年度からの

５年間としております。

次のページをお願いいたします。

計画の中で本県独自の取り組みとしまして

は、国において示された４つの柱、先ほどの

１から４でございますが、これに加えて、５

番目、父子家庭支援策の推進、さらに、６番

目、相談機能の強化と情報提供の充実、この

２点を加えて、ひとり親家庭を支援していく

点でございます。

どのような施策に取り組んでいくかにつき

ましては、(4)にありますように、ことしの

８月実施いたしました県内の実態調査の結

果、あるいは今策定委員会で御議論いただい

ております中身を踏まえまして検討したとこ

ろでございます。例えば、個別に母子家庭の

母親の就業を支援していく母子自立支援プロ

グラム実施、こうしたものに重点的に取り組

んでいきたいと考えております。

また、具体的な施策を達成するための指標

としまして、21年度から25年度までの数値目

標を設定しております。

なお、これらの具体的な内容や実態調査の

結果につきましては、別冊として参考資料を

添付しておりますので、後ほどごらんいただ

きたいというふうに思います。

３ 策定スケジュールでございますが、こ

れまで、７月、11月に計画推進委員会で議論

をいただきまして骨子案を作成いたしました

ので、今月末からパブリックコメントで県民

の方々の御意見をいただいた上で計画案を作

成し、最終的には３月の委員会で御議論いた

だいた上で確定したいと考えております。

なお、参考としまして、参考１には、８月

に実施しました実態調査について記載してお

ります。

24ページをお願いいたします。

(4)の一番下にありますように、母子家庭

の平均年齢37.4歳と1.1歳若くなっておりま

すし、また、平均総収入も181万円と低い状

況になっております。

さらに、参考２として、母子家庭世帯数等

の統計的な数字を記載しておるところでござ

います。

以上でございます。

○岩田高齢者支援総室長 高齢者支援総室で

ございます。

資料の25ページをお願いいたします。

第４期高齢者かがやきプランの策定状況に

ついて御報告いたします。

１番の計画策定の趣旨でございます。

現在推進しております第３期のプランが今

年度をもって終了いたしますため、平成21年

度から23年度までの３年間を計画期間とする

第４期高齢者かがやきプランの策定を現在進

めておるところでございます。

２番の計画の位置づけでございますが、こ

の計画は、高齢者福祉計画と介護保険事業支

援計画を一体として策定するものでございま

す。今回特に、新たな県政運営の基本方針で

ございます、くまもとの夢４カ年戦略を踏ま

えることとしております。

３番の計画の策定体制でございますが、社



- 31 -

会福祉審議会の高齢者部会において広く御意

見をいただきつつ策定を進めております。

26ページをお願いいたします。

４番、策定スケジュールでございます。

これまで２回の部会を開催し、骨子案の提

示までいたしております。本日のこの委員会

への御報告を経まして、今月25日に第３回部

会を開催し、素案を提示することとしており

ます。

次に、１月に入りましてパブリックコメン

ト、そして３月上旬に厚生常任委員会への最

終報告を経まして、３月末までに策定の予定

でございます。

５番の計画の概要、26ページから27ページ

にかけて示しております。その中で、特に、

(2)課題と対応策のところでございますが、

今回、高齢者の状態像、あるいはかかわる関

係主体ごとに課題を整理いたしまして、この

、 、課題解決のために ここにございますように

例えば、①高齢者の社会参加の機会提供の拡

充や支援等、８つの対応策を整理し、現在こ

の対応事業を検討しているところでございま

す。

27ページでございますが、最後に、６番の

療養病床の転換状況について簡単に触れさせ

ていただきます。

医療制度改革の流れの中で、療養病床に入

院されている方のうち医療の必要性の低い方

を介護保険で受けとめていくという、こうい

う流れの中で、療養病床を介護療養型老人保

健施設等介護保険施設へ転換するという療養

病床の再編成を進めております。この再編成

は平成24年度までのものでございますので、

第３期プランの中の一つの大きな課題とし

て、今回、先ほどの８つの課題の⑦の中に療

養病床の円滑な転換を位置づけておるところ

でございます。

28ページをお願いいたします。

28ページから29ページにかけまして、転換

状況を示しております。

詳細は省略いたしますが、(1)が転換対象

の病床数でございます。(2)にありますよう

に、これまで転換の相談が57件あっておりま

して、(3)にありますように、転換を計画し

ておられる計画書の提出が５件、そのうち、

12月１日付で１件、これは18床の診療所でご

ざいますが、介護療養型老人保健施設への転

換済みでございます。

29ページには、本年５月31日実施の転換意

向調査結果の概要を示しております。

詳細は省略いたしますが、右下の方、現時

点で転換意向が未定という回答がまだ34.6％

という状況でございます。

30ページと31ページに関係資料をつけてお

りますので、後ほどごらんいただきたいと思

います。

以上、御報告いたします。

○前田障害者支援総室長 障害者支援総室で

ございます。

32ページでございます。

第２期熊本県障がい福祉計画の策定状況に

ついてでございます。

障害者の方の自立した地域生活を支援する

ために必要な障害福祉サービスを計画的に整

備をする必要がございます。そのための計画

を県及び市町村において策定をすることが障

害者自立支援法に求められております。

第１期の計画期間が平成18年から20年度ま

で、第２期の計画期間が21年から23年度まで

ということで、現在第２期計画策定に向けて

準備を進めているところでございます。

なお、県の計画につきましては、市町村の

計画の見込み量の積み上げを基本として策定

することとなります。

次に、今後の予定でございますが、33ペー

ジをお願いいたします。

33ページの(2)でございますが、今月、熊

本県障害者施策推進協議会を開催いたしまし

て、骨子案について審議をいただくこととな
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ります。その後、市町村等とのヒアリング、

それからパブリックコメント、県議会への御

報告、３月には、最終案について推進協議会

の方で御審議をいただき、第２期計画の策定

ということになります。

次に、35ページをお願いいたします。

熊本県くすのき園入所者の事故についてで

ございます。

部長の冒頭の概要説明にもございました

が、去る平成20年９月22日に、県立の障害者

支援施設、熊本県くすのき園におきまして発

生をいたしました死亡事故について、12月の

８日でございますが、宇城警察署の方から、

業務上過失致死の疑いで、施設の園長並びに

担当職員を熊本地方検察庁に書類送検された

ところでございます。

送検の内容でございますが、担当職員につ

きましては、車いすを乗降リフトでおろす際

に、車いすの車輪を固定しないままリフトの

操作をし、入所者を車いすごと転落させ、死

亡させた疑い、園長につきましては、リフト

の操作など適切な指導を怠った疑いというこ

とになっております。

被害者の方でございますが、38歳の男性の

方でございまして、平成５年から熊本県のく

すのき園に入所中でございます。

事故後の対応でございますが、指定管理者

である事業団に対しまして、管理協定に基づ

きまして、事故の検証及び再発防止策の実施

を指示いたしたところでございます。

また、県におきましても、事故の検証及び

再発防止策の検討を行っておりまして、その

結果を踏まえまして、県立施設はもとより、

県内の関係福祉施設に対しまして、リフト車

使用時の事故防止を含む施設全体の安全管理

の徹底について呼びかける文書を通知する予

定といたしております。

なお、事業団の現在までの対応状況でござ

いますが、事業団におきましても独自に事故

の検証を行いまして、平成20年10月29日に、

事故報告書が県へ提出されたところでござい

ます。

事業団では、事故の検証を踏まえまして、

リフト操作マニュアルの整備及び職員の実地

研修の実施など、既に再発防止に向けて取り

組んでいるところでございます。

施設におきます安全運転に万全を今後期し

てまいりたいと思っております。

以上でございます。

○高橋医療政策総室長 資料の36ページをお

願いいたします。

長寿医療制度の施行状況でございますが、

９月の本委員会以降の状況について御報告を

いたします。

まず、１の保険給付、医療費の状況でござ

いますけれども、左側の数値が１人当たりの

医療費、右側が給付費の総額でございます。

ごらんいただきますと、４月から６月までの

３カ月間では、従来の老人医療制度であった

前年とほぼ同様の状況にございました。

、 ． 。次に ２ 改善策の実施状況でございます

(1)の保険料軽減の拡充については、均等

割は、年金収入80万円以下の方は最高９割の

軽減に、所得割は、年金収入211万円以下の

人は５割の軽減となります。この結果、本県

の１人当たりの保険料の平均額が６万1,100

円から５万1,560円、9,539円の減になりまし

て、率にいたしますと15％程度の軽減になっ

ております。

次に、(2)の納付方法でございます。

７月から国保保険料を確実に納めているな

どの一定の条件を満たしている方は口座振替

が可能でございましたが、21年度からは、こ

の条件を撤廃いたしまして、原則として口座

振替と年金からの徴収の選択が可能となる予

定でございます。この結果、年金からの差し

引きに対する抵抗感は相当緩和されるのでは

ないかというふうに考えております。

、 、 、次ページ (3)でございますが そのほか
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従来保険料の負担がなかった被用者保険の被

扶養者の保険料の９割軽減措置を21年度まで

延長すること、それから75歳到達月の自己負

担限度額の改善、所得判定によって窓口負担

が１割から３割になる場合がございますが、

この場合、従来と同様の１割負担とすること

などがございます。

次に、３の制度の見直しについてでござい

ます。

９月に舛添厚生労働大臣の制度の抜本的見

直しの発言がございまして波紋を広げたとこ

、 、ろでございますが その後検討会を設置して

大臣私案について議論することとなっている

ところでございます。

そこで、(1)の見直しの基本的な考え方で

ございますけれども、１点目は、長寿医療制

度、これは10年にわたる議論を経て制度化さ

れたものであり、単にもとに戻すということ

では老人保健制度の問題を解決できないた

め、廃止はしないこと、２点目は、法律に規

定する５年後の見直しを前倒しし、よりよい

制度への改善を図ること、３点目は、１年を

めどに幅広い議論を進めていくことが示され

ております。

次に、(2)でございますが、長寿医療制度

と国民健康保険を一体化して都道府県が運営

するという大臣私案が、高齢者医療制度に関

する検討会に提示をされております。

ここでちょっと40ページの方をごらんいた

だきたいと思いますけれども、大臣私案のイ

メージがございます。

左側が現行の長寿医療制度、右側が大臣私

案のイメージでございます。一体化すること

、 、 、によって 基本的には 従来の老人保健制度

老人医療制度の仕組みと同じような形になっ

ておりまして、大きな違いは、都道府県が両

制度を運営するという点でございます。

下欄に制度のねらい、それから今後解決す

べき課題が整理してございますが、これらの

課題について検討会の方で今後議論されるこ

とになってございます。

37ページの方にお戻りをいただきまして、

(3)の私案に対する都道府県の反応でござい

ますけれども、時事通信が10月に行いました

アンケート調査では、反対が29知事、賛否表

明なしが17、賛成が大阪府の１となってござ

います。本県は、見直しの詳細が明らかでな

い現時点での賛否表明はしない旨回答してお

りまして、(4)でございますけれども、本県

といたしましては、制度見直しの検討状況を

注視しながら、必要に応じて、知事会とも連

携して国に働きかけをしてまいりたいという

ふうに考えております。

38ページ、39ページに、先ほど申し上げま

した保険料の一覧表がございます。本県は、

39ページの下寄りにございますので、参考ま

でにごらんいただきたいと思います。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○牧野健康危機管理課長 健康危機管理課で

す。

資料の41ページをごらんください。

新型インフルエンザ対策の取り組みにつき

まして、現状等を御報告いたします。

まず、41ページでございますが、黒四角の

１つ目に、新型インフルエンザとはというこ

とで一応してございます。

新型インフルエンザといいますのは、人に

とって新しいタイプのウイルスによるインフ

ルエンザということでございまして、現在、

高病原性鳥インフルエンザ、Ｈ５Ｎ１のウイ

ルスが変異して新型として出現するのではな

いかということが最も懸念されているところ

でございます。

資料の中段に、新型インフルエンザにより

ます健康被害の想定を表にしてございます。

これは国が推定しているものでございます

が、ごらんいただきますように、国全体で3,

200万の罹患者、それによりますと、死亡者
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が64万人と。それを人口案分いたしますと、

右の欄の本県の欄になります。

なお、この推計は、新型インフルエンザ対

策として何らの措置をとらなかったならばこ

うなるだろうというふうな前提の推定でござ

います。

42ページをお願いいたします。

これまでの主な取り組みを大きな２番とし

て、国と本県に分けてまとめてございます。

まず、黒四角の１つ目、国の取り組みでご

ざいますが、平成17年度に行動計画を策定さ

れまして、17から18年度で抗インフルエンザ

ウイルス薬の備蓄、それから、18、19、20に

かけまして、プレパンデミックワクチンの備

蓄等を進められております。その後、ガイド

ラインの策定、それから法改正等なされてお

ります。

なお、中段に米印で、プレパンデミックワ

クチンを注記しております。これは、本来の

ワクチンではなくて、新型ウイルスの出現前

に鳥インフルエンザウイルスをもとに製造さ

れるものでございます。これに対して、その

下のパンデミックワクチンというのが本来の

ウイルス出現後に製造されるワクチンという

ことでございます。

黒の２つ目でございますが、本県の取り組

みでございますけれども、17年度に同じく県

の行動計画を策定いたしまして、広報等を進

めながら、18年度、19年度に、国に対応いた

しまして、抗インフルエンザウイルス薬を本

県割り当て分としまして15万4,000人分備蓄

したところでございます。

43ページに移っていただきまして、８月に

は医療従事者向けの研修会、その後、10月か

らこれまで各保健所ごとの普及啓発事業、そ

れから県医師会等におきます医療従事者向け

の情報提供等を行っております。

資料中段の大きな３番でございます。

今後の主な取り組みといたしまして、国の

動きでございますが、白丸１つ目ですけれど

も、現在国の方で行動計画の改定が進められ

ております。

主な視点といたしまして書いてございます

が、これまで発生初期の対応に中心がありま

したが、今後、これに加えまして、外国から

の流入の阻止、それから流行拡大期の対応等

につきまして書き込まれる予定でございま

。 。す 来年１月中に改定予定と聞いております

それから、国の取り組みとしましては、次

の白２つ目ですが、ワクチンに関する事柄が

ございまして、それに書いてございますプレ

パンデミックワクチンの事前接種というもの

がございます。平成20年度に、これは先ほど

言いました事前に製造いたしましたワクチン

の安全性を確認するというようなことで、6,

400人を対象に事前接種が行われておりまし

て、この安全性の評価を行った上で21年度に

は接種対象が拡大されるというところでござ

います。

それから、本来のワクチンの製造法の研究

開発が進められております。

それから、一番下の白丸、抗インフルエン

ザウイルス薬の追加備蓄でございますが、一

番最後の行ですけれども、現在、全人口の割

合で23％、数的には2,935万人分、国、都道

府県、それから流通段階あわせまして備蓄さ

れております。これを45％に引き上げるとい

うふうな計画中でございます。この辺につき

ましては資料の最後にまとめてございます。

44ページをごらんください。

国の取り組みを踏まえまして、本県の取り

組みでございますが、まず、白丸１つ目です

けれども、国の行動計画の改定を踏まえまし

て、本県でも、県の行動計画を見直すという

ことで、年度中を目途に取りまとめを考えて

おるところでございます。

それから、白丸２つ目が、医療体制の整備

でございますが、予算関係で若干御説明いた

しましたが、現在の医療体制といたしまして

は、圏域ごとに医療機関の役割分担等に基づ
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く体制づくりを進めてございます。

基本的には、発生初期の罹患者が非常に少

ない段階には、感染症指定医療機関に隔離を

して封じ込め策を行うと、感染拡大防止を図

ると。感染が広がりました段階では、重症者

については、役割分担で入院を受け入れる医

療機関に入院していただく、軽症者について

は自宅療法を勧めると、そういうふうな体制

になるのかなということで協議を進めている

ところでございます。

それから、次の白丸の３つ目でございます

が、医療体制だけでなくて社会全体での対応

体制が必要ということでございます。

黒ポツで書いてございますが、市町村にお

ける取り組み、それから民間企業、学校にお

ける取り組み、それから家庭における取り組

み、これにつきまして、今後、情報提供を行

いながら、準備の要請を行っていくというこ

とを考えております。

最後のページ、45ページをごらんいただき

ますと、４ 今後の予定としまして、書いて

おりますとおりでございますが、最後に、参

考といたしまして、抗インフルエンザウイル

ス薬の備蓄状況について報告いたします。

まず、黒丸１つ目が既備蓄分でございます

けれども、これが現在までに国レベル、全国

で国、都道府県、流通段階、役割分担をして

備蓄されているもの、右側の計の欄、2,935

万人分としてございます。

黒丸２つ目ですが、今後追加備蓄予定とご

ざいます。国が計画中でございます。タミフ

ルが2,660万人分、それからリレンザという

のが133万人分ということでございます。タ

ミフルとリレンザにつきましては、一番最後

に米印で注記をしてございます。合わせます

と、国側の方に合計5,728万人分ということ

で、全人口の45％相当というところでござい

ます。

なお、この追加備蓄につきましては、その

下に黒ポツ２つで書いてございます。まず、

ポツの１つ目ですが、今回国は、追加分のう

ち、タミフルの２分の１、1,330万人分、そ

れと、リレンザ133万人分については、国の

平成20年度予算ということで備蓄予定でござ

いますが、残りにつきましては、都道府県で

備蓄をするようにという要請をされていると

ころでございます。

次のポツでございますが、これに対しまし

て、全国知事会といたしましては、この薬品

の備蓄は国全体の危機管理の問題だというこ

とで、追加備蓄の全量について国の負担と責

任において行うよう申し入れているところで

ございます。

本県といたしましては、これは、全国知事

会の動向等見ながら、この追加備蓄への対応

については今後検討する必要があると考えて

いるところでございます。

以上です。

○木下薬務衛生課長 報告事項の最終ページ

の46ページをお開き願います。

熊本県知事の権限に属する事務処理の特例

に関する条例の改正につきましては、先ほど

水環境課長から総枠につきまして説明があり

ましたとおりでございますが、薬務衛生課関

係としましては、墓地、埋葬等に関する法律

に基づきます墓地等の経営許可等に関する事

務を、移譲申し出がございました宇城市に移

譲するため条例改正を行うものでございま

す。

具体的な移譲事務の内容は、墓地等の経営

許可に関する事務のほか、墓地等の管理者か

らの報告徴収並びに墓地等の施設の整備改

善、使用の制限、禁止の命令及び経営許可の

取り消しに関する事務でございます。

本条例は、総務常任委員会に付託されてお

りまして、平成21年４月１日からの施行予定

、 、でありまして 施行期日等欄に記載のとおり

一部の経過措置を設けております。

なお、玉名市ほか４市につきましては、既



- 36 -

に権限移譲済みでございます。

よろしくお願いいたします。

○岡村健康福祉政策課長 別とじになってお

りますが、くまもとの夢４カ年戦略(案)の概

要をお願いいたします。

今議会に上程されております戦略案は、総

務常任委員会での付託審議となっております

が、県政全般にかかわりますので、概要につ

いて御報告をさせていただきます。

１ページをごらんいただきます。

戦略の位置づけでございます。

本戦略は、蒲島県政の４年間の県政運営の

基本指針であるということ、また、本戦略の

策定後は、現在の総合計画と置きかわること

になるということでございます。

、 、次に ２のポイントでございますけれども

本戦略は、知事マニフェストを基本としてつ

くられております。これまでの総合計画は、

10年間程度を計画期間としてつくられており

ましたけれども、知事の任期に合わせた平成

24年３月までを計画期間としております。

続きまして、３の構成でございます。

くまもとの夢とはということで、生まれて

よかった、住んでよかった、これからもずっ

。 、と住み続けたい熊本の実現です そのために

ここに掲げております４つの分野と12の戦略

について取り組んでいくことといたしており

ます。

それから、それぞれの戦略には目標と複数

の指標を設定いたしまして、重点的に取り組

む施策等を挙げまして取り組んでいくことと

いたしております。

また、喫緊の課題といたしまして３つの課

題を挙げまして、また、さらに、熊本市の政

令指定都市誕生に向けての取り組みをすると

いうことでいたしているところでございま

す。

２ページでございます。

経済上昇くまもとについてでございますけ

れども、これは稼げる県に向けた産業振興に

取り組むものでございます。魅力的で、豊か

な基盤を持ち、世界に飛躍する農林水産業の

振興を初め、県経済を牽引し、活力があり、

雇用を創出する商工業、あるいは記憶に残る

観光地、歴史回廊くまもとに向けた観光産業

の振興を図ることといたしております。

３ページでございます。

長寿安心くまもとについてでございます。

県民一人ひとりが人権を尊重され、健やか

に生き甲斐を持って力を発揮できる社会に向

けた取り組みを初め、住み慣れた地域で安心

して暮らすための医療、福祉の体制整備や安

全安心で住みやすい社会に向けた食の安全や

消費生活、防犯・防災対策など、安全安心に

暮らすことができる社会づくりに取り組むこ

とといたしております。

若干ちょっと中身を御説明させていただき

ます。

健康福祉部、環境生活部の分野といたしま

して、戦略１、健康・社会参画においてでご

ざいますが、指標として、日頃から健康のた

めの取り組みを実施している県民の割合な

ど、３つの指標を挙げております。また、頭

に星印がついておりますが、健康増進・長寿

づくりの推進など重点的に取り組む施策とし

ておりまして、このほか、介護予防の取り組

みなど６つの施策を主な施策として掲げて取

り組むことといたしております。

戦略２、医療・福祉におきましては、指標

といたしまして、地域の縁がわ整備箇所数な

ど５つの指標を挙げております。また、地域

医療体制の整備等に重点的に取り組むことと

いたしております。また、地域福祉施策の推

進など、３つの施策を主な施策として取り組

むことといたしております。

戦略３、安全安心でございますけれども、

指標といたしまして、食品に対してとても不

安を感じる県民の割合など、５つの指標を挙

げております。また、消費生活行政の推進、
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犯罪抑止総合対策など重点的に取り組む施策

としておりまして、このほか、食の安全安心

の確保、食育の推進など、５つの主な施策を

挙げて取り組むこととしております。

４ページでございます。

品格あるくまもとでございますが、だれも

が誇りと魅力を感じるくまもとづくりを行う

ものでございます。

地域の歴史、文化などを生かした魅力ある

地域づくりを初め、低炭素、循環及び共生を

基調とした持続可能な社会づくりに取り組ん

でまいります。

また、九州新幹線の全線開通を契機といた

しまして、交流人口の増加、認知度向上に向

けた取り組みや道路交通ネットワークなど、

県土基盤の強化に取り組むことといたしてお

ります。

、 、環境生活部の分野といたしまして 戦略２

環境におきましては、指標といたしまして、

温室効果ガス総排出量削減率など、５つの指

標を挙げております。また、県民総ぐるみに

よる地球温暖化対策とエコ活動の推進や健全

な水循環と水環境の保全を重点的に取り組む

施策としておりまして、このほか、３Ｒ、廃

棄物の適正処理、公共関与による管理型最終

処分場の整備の促進など、５つの施策を主な

施策として取り組むことといたしておりま

す。

続きまして、５ページでございます。

人が輝くくまもとでは、子育て支援を中心

といたしました子どもの笑顔があふれる社会

、 、づくりや夢への架け橋となる教育 さらには

働くことを通して自己実現できる社会の構築

に向けて取り組むことといたしております。

健康福祉部、それから環境生活部の分野と

いたしまして、戦略１、子育てにおきまして

は、指標といたしまして肥後っ子の日を知っ

ている県民の割合やくまもと子育て応援の

店・企業登録数を挙げております。

また、子育てへの多様な支援を重点的に取

、 、り組む施策といたしておりまして このほか

子どもとひとり親家庭への福祉施策の推進な

ど、２つを主な施策として取り組むこととい

たしております。

戦略３、就労におきましては、女性、高齢

者、障がい者等の就労支援を主な施策として

取り組むこととしております。

以上の取り組みによりまして、それぞれに

掲げました目標を達成し、県民幸福量の最大

化を図ってまいりたいと考えております。

最後、６ページでございますけれども、推

進体制についてでございます。

県民、市町村、企業、大学などと協働いた

しまして、情報公開を徹底して、県民総参加

による県政運営を推進することとしておりま

す。

以上でございます。よろしくお願い申し上

げます。

○重村栄委員長 以上、14件の報告が終了を

いたしましたので、質疑を受けたいと思いま

す。

質疑はございませんか。

○大西一史委員 １つは、長寿医療制度の36

ページ、37ページでいろいろ報告がありまし

たけれども、これは制度改正についてはどう

いう状況になるかちょっとわからぬというと

ころがありますが、これは、厚生労働大臣の

発言によって随分制度設計もこの見直しをし

なきゃならぬというふうなことですけれど

も、前にも指摘したとおり、こういう制度が

どんどんどんどん変更されることによって、

事務的なコストであるとか、こういった現場

のコストというのは非常にかかってくると思

うんですよ。その辺についてやっぱり現状の

コスト云々ということもそうなんですけれど

も、やはり制度が現行から見直しをされたと

きに、県としては一体どのくらいの財政的な

対応をしなければならないのかとか、そうい
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ったことをやはり想定しておく必要があると

思うんですよね。

だから、これはまだはっきり私案の、しか

もそれを検討する状況ですから、今の段階、

答弁は求めませんけれども、こういったこと

に関してのシミュレーションといいますか

、 、 、ね をしっかりやって そして国に対しても

こういう負担が出てきますけれども、それに

対してどういう財源的な措置をしてくれるの

かとか、そういったことについてはしっかり

。 、国に対しても意見を言ってください それは

知事会なりあるいは直接厚生労働省なりに意

見を上げていただくということが必要だとい

うふうに思います。

それと、これとちょっと関係するかどうか

あれなんですけれども、国民健康保険料の、

これは一般質問でもやろうかと思って時間が

なくてやらなかったんですが、いわゆる中学

生以下の、要は親が保険料を滞納してしまっ

て、無保険――無被保険というのが正式な名

、 、称のようですけれども 正式な名称というか

そういう呼び方をするみたいですけれども、

全国で３万3,000人ということで、その厚生

労働省の調査で明らかになったわけですよ

ね。これは10日に衆議院の厚生労働委員会で

全会一致で、要は、来年の４月１日から、こ

の無被保険者の中学生以下の子供たちには、

短期の保険証を交付するということの、要は

国民健康保険法の改正案を可決したわけです

けれども、まず、現状の熊本県内の無被保険

者状態になっている、その中学生以下の子供

の状況というのがどういう状況かというこ

と。

それから、これは４月１日からの施行の予

定ですね、これは国会で成立したとして。そ

れまでの間の状態はどうするんだということ

なんですけれども、その辺についてちょっと

お聞かせいただければと思います。

○重村栄委員長 今の質問は、この報告とち

ょっと外れていると思いますが、もう発言を

されましたので、答弁をしてください。

○高橋医療政策総室長 まず、今の子供のい

る世帯の状況でございますけれども、９月15

日現在の数字ですが、本県滞納世帯が６万4,

000世帯ぐらいございまして、そのうち、資

格証明書を交付している世帯が3,252世帯ご

ざいます。そのうち子供のいる世帯は243世

帯でございます。これは世帯ですので、ちょ

っと人数等は違ってまいりますけれども、中

学生以下は407人という状況になってござい

ます。

それから、この資格証明書、いわゆる先ほ

ど無被保険証状態ということでの説明がござ

いまして、報道では、これは無保険状態とい

うふうな報道がよくございますけれども、御

承知のように我が国は皆保険制度でございま

すので、無保険状態という状況はございませ

ん。これは十分認識をしていただきたいとい

うふうに思いますけれども、保険は既に皆さ

。 、ん加入をされている状況でございます ただ

そのかかり方によって医療の給付の仕方がち

ょっと若干変わってくるということでござい

ます。

資格証明書を発行されれば、窓口では10割

の負担をして、その後に保険給付の７割を払

い戻していただくというふうな形になってご

ざいます。ここは十分御認識をいただきたい

と思います。

それからもう１点目、４月１日以降という

ことでございまして、現在の状況では、先ほ

ど12月11日で衆議院の本会議で全会一致でも

う可決されたということでございますので、

この後参議院の方に送られると思います。見

込みでは、当時は来週中にも成立ということ

でございましたが、今週中か来週中かは成立

する見込みだろうかというふうに思います。

施行の方は４月１日からということでござ

います。
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これまで、この考え方として、やはり一方

では、国民健康保険の安定的な運営というの

がございますので、これは保険料を確実に納

付していただかないといけないと。そういう

意味で資格証明書の発行が法で義務づけられ

たというのがございます。でも、一方では、

やはり子供の福祉の視点というのもございま

す。何の責任もない子供さんたちが医療を受

けにくい状態のままでいいのかというこの２

点があるわけですけれども、今回、各市町村

の方では、いわゆる法律のはざまと現実のは

ざまでかなり悩まれたというふうに推測して

おります。

今回、そういう法律ができることで、いわ

ゆる法的なもの、これは解決できますから、

その分は非常によかったかなというふうに思

います。

それはそれとして、もう１つ、安定的な保

険料収入の確保というのが必要でございます

が、これはこれとしてきちっとした対応をし

ていく必要があろうかなというふうに思いま

す。

法は４月１日ということになりましたけれ

ども、当然もうそういうふうに変わるという

ことになりましたので、これから順次各市町

村で、現実的な対応としては、順次その状況

を見ながら、いわゆるもう資格証明書じゃな

くて短期証を発行するような方向に進んでい

くのではないかなというふうに理解をいたし

ております。

○大西一史委員 ちょっと報告事項と若干ず

、 。れたということで それは大変失礼しました

ただ、その医療制度ということに関して保

険の問題非常に大きいので、この辺について

は、法がしっかりまた変わるということで、

福祉の点でのその担保というのはあるんでし

ょうけれども、今お伺いすると６万4,000以

上の滞納状況があるということは、非常にこ

れは、経済的にいろいろ今不況で厳しい状況

とはいえ、やはりこれを放置しておくわけに

はいかないということで、そこに対する対策

も徹底していただきたいというふうに思いま

す。

それから、子供、407人ですかね、中学生

以下、調べている限りでですね。ということ

ですけれども、恐らくこれから増加していく

ことも考えられますので、その辺のフォロー

も、教育関係、教育機関あたりとも連携しな

がら、その辺は対応していただきたいという

ふうに思います。

それと……。

○平野みどり委員 関連で。今回中学生以下

ということで、407人ということですが、児

童福祉法で子供たちの福祉に関しての責任は

やっぱり18歳までですよね。その高校生の問

題に関しては、授業料も滞納せざるを得ない

ような状況の中、医療の部分でも健康も維持

できないというような状況になると、やはり

ここは問題だと思うんですが、市町村独自で

やっている自治体もあるというふうに聞きま

したが、本県の中では、高校生まで拡大して

いるところというのはあるんでしょうか。

○高橋医療政策総室長 今のところ短期証を

高校生までのは、熊本市が今回18歳まで発行

するということになってございます。そのほ

かでは、今の状況でございますと、天草市が

もう１件ございます。短期証を交付するとい

うことになってございます。

○平野みどり委員 今後そういった要望が市

町村の住民の皆さん、県民の皆さんから上が

ってくると思うので、そこは、県の財政負担

ではなかなか厳しいところもあると思います

が、国にさらに我々も含めて要望していけた

らなというふうに思いますので、県からもよ

ろしくお願いいたします。
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○重村栄委員長 要望でよろしいですね。

○平野みどり委員 はい。

○重村栄委員長 そのほか報告事項に対する

質疑ございますか。

○大西一史委員 これは報告事項の、新型イ

ンフルエンザ対策のところ、43ページなんで

すけれども、プレパンデミックワクチンを従

業員接種をするということで検討ということ

で、既にこれは国の方でガイドラインという

、 、 、のが示されて 例えば 空港の職員だったり

そういう税関の職員だったり、あるいは自治

、 、 、体の長 政府の首脳とか こういった人たち

我々議会議員もこういうのを接種する――優

先接種というんですかね、あれは。ようにな

っていると思いますけれども、ここではとり

あえず従業員接種の検討ということで、今ワ

クチンの安全性とか効果評価を行うための接

種実施ということでされているということで

すけれども、これはまだ安全性がよくわから

ぬと思いますけれども、6,400人ですね、感

染症指定医療機関等の職員が今接種するよう

になっていますけれども、本県の関係者はこ

の中で大体何名ぐらいというのわかります

か。

○牧野健康危機管理課長 この事前接種に平

成20年度の6,400人の取り組みにつきまして

は国の方で公表されておりませんので、県の

方では把握をしておりません。

○大西一史委員 わからぬわけですね。ちょ

っとこれはあれなんですけれども、安全性と

か、私たちもまあ打たれるというといかぬで

すけれども、打つ可能性が高いですから、や

はりこの辺のまだ医療機関の医療関係者の中

でも、このプレパンデミックワクチン自体の

安全性というのもちょっと問題があるんでは

ないかというふうな話もありますので、その

辺の正確な情報をできるだけ出していただき

たいということをお願いしておきます。そう

いった不安、要はプレパンデミックワクチン

が危ないんであれば、ちょっと受けたくない

とかいう人が必ず出てくると思います。だか

ら、本当に抑えるために効果があるのか、あ

るいは健康へのリスクがないのかということ

についての情報は、今国の方で開示されてな

いということですけれども、こういったもの

はできるだけ正確に早く開示していただきた

いということをお願いしておきます。

これに関しては結構です。

○平野みどり委員 プレパンデミックワクチ

ンに関しては、効果に関して、先ほど大西委

員が言われたようにあると思うんですけれど

も、すべての薬に少しはやはり受け入れない

体質の方いらっしゃると思うんですけれど

も、それより大きなリスクを社会全体で負っ

てしまうのはやっぱり問題があるのかなと思

いますから、そこら辺のきちんとした議論と

情報を大西委員が言われるように出していた

だいて、啓発をしていただきたいと思ってい

ます。

それと、前から気になっているのが、やは

り活動的な人たちがどんどん感染を広げてい

くというような部分から、学校とかは閉校す

るとか、おうちにいなさいというような形で

抑制されるにしても、若い人たちですよね、

きちんと社会的な問題にアンテナ張ってない

ような、どんどん動く若い人たちが広げてい

くわけですから、そこに対して啓発をどんな

ふうにしていくということになるのかという

部分、どうお考えでしょうか。

○牧野健康危機管理課長 社会全体での対応

体制ということにつきましては、今後早急に

取り組むべき課題ということで、学校、それ

から施設等につきましては、まさに学校、施
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設の取り組みということで協議していきたい

と思っておりますが、今のお話のように、そ

れ以外のいろんな行動ということになります

ので、今後体制整備の中で、庁内体制もあわ

せてですが、県下全体でいろんな関係の機関

というたような県全体の体制を早急につくり

まして、その中で、効率的な啓発とか情報の

伝達の仕方とか、そういうふうなものを考え

ていきたいというふうに思っております。

○平野みどり委員 エイズ検査に関してもま

だなかなか上がらないで、感染率が先進国の

中で伸びているというふうな状況ですけれど

も、このプレパンデミックワクチンに関して

も同じ。そして、これは短期間が勝負になっ

てくるので、その部分で若い人たちが、いろ

んな団体に帰属していない人たちが多いわけ

ですから、そこへの周知をやっていかなけれ

ばいけないということをしっかり念頭に置い

ていただきたいと思います。

○重村栄委員長 ほかにございますか。

○大西一史委員 ごめんなさい。ちょっと長

くなってますけれども、申しわけない。もう

１点。

障害者支援総室にちょっとお尋ねでござい

ます。

第２期熊本県障がい福祉計画ということで

策定されるということで、いろいろ利用状況

とか、こういったものに関して調査された上

で新しい計画を立てられるということであり

ますが、その利用の実態の中で、実は１つ、

きのう私は長嶺にあります熊本県身体障害者

福祉センターの方にちょっと行ってまいりま

して、点字図書館あたり行ってきたんですけ

れども、非常に手狭になってますですよね。

この辺に関して、利用実態いろいろあると

思いますけれども、この身体障害者福祉セン

ターの中には、能力開発センターだとか、そ

れから聴覚障害者の情報提供センターとか、

いろいろ複合的に入っているわけですけれど

も、特に点字図書館あたり、図書の蔵書あた

りが非常に多いということもあって、かなり

狭い中で皆さん仕事しておられます。その中

、 、でいろいろお話聞くと ちょっとスペースが

ほかにもし利用していないようなスペース、

例えば能力開発センターあたりが使っている

ようなスペースというのが、全然使ってない

というわけじゃないんだけれども、利用実態

としては少しスペースがあるということで、

その辺のやはり拡充といいますか、他県の例

えば点字図書館あたりとも関係しますけれど

も、そのぐらいちょっと充実してほしいとい

う話があったんですけれども、その点につい

ては、そういうことを検討なさる考えあられ

ますか。

○前田障害者支援総室長 能開センターも含

めて新たな自立支援法の新体系の施設に移行

ということで、現在準備を進めているところ

でございます。

点字図書館が狭いとかという話について

は、私、直接聞いてはいないんですが、後日

また所管にも聞いて、その点、もし調整でき

るんであれば調整することも考えておりま

す。

○大西一史委員 これはお願いしておきま

す。特に、非常に意外と――これは行ってい

ただくと一目瞭然です。どこの施設だけをど

、 、うしろということじゃなくて やっぱり実態

運営の状況に合わせてそのスペースを有効に

活用するということでお願いしたいと思いま

す。

以上、要望しておきます。

○平野みどり委員 熊本県ひとり親家庭等自

立促進計画の策定状況ということですが、ひ

とり親に対して支援をしていこうということ
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で、実態に関しては181万円の収入ですか、

一般世帯の３分の１程度の水準ということ、

これじゃあ本当に生活できてないと思うんで

すよね。１人当たりの手当等も今後増額させ

ていかないといけないとは思うんですけれど

も、就労に関しての支援が、これだけの世界

的な経済不況の中で、本県の中でも非正規の

雇用が切られているという現実の中で、特に

女性あたりが、弱い立場の人が率先的に切ら

れていくようなことがないように、県として

、 、 、もしっかり この労働行政 国ですけれども

目を光らせていっていただきたいなと。

せっかくこういうふうな計画を立てても、

客観的な経済状況が厳しいのは十分わかりま

すが、子供と２人で本当路頭に迷い、そして

悲劇的なことにならないとも限りませんの

で、そういう部分はどんなふうに認識して、

今後この計画に対して策定、進めていかれる

のか、少子化対策課長にお伺いします。

○吉田少子化対策課長 ひとり親家庭等自立

促進計画についてでございますが、確かに、

ことしの夏実施しました県内の実態調査で

も、非常に収入額低くて、ひとり親家庭、経

済的にも非常に苦しい状況にございます。

こうしたことから、特に県の方では、県の

母子会の方に委託をしまして、母子家庭等就

業自立支援センター事業を実施しております

ので、今後とも、ここにおります相談員、相

談あっせん員、こうしたものを十分に活用し

ながら、それからまた、各地域振興局には女

性の相談員もおりますので、各地域において

は、市町村と連携しながら、ひとり親家庭の

いろんな相談事に対応していきたいというふ

うに考えております。

非常に経済状況厳しくて、いろんなケース

を聞きますと、なかなか正規雇用にはつなが

らないという状況はございますが、国におい

てもいろんな雇用促進策等もございますの

で、いろんな手だてを使いながら、総合的に

ひとり親家庭の就業自立支援を行ってまいり

たいというふうに考えております。

○平野みどり委員 取り組んでいただきます

ようお願いします。

○重村栄委員長 ほかにございませんか。

ないようでございますので、報告に関する

質疑は終了をいたします。

次に、その他で何かございますか。

○城下広作委員 ちょっとお尋ねします。

今国が来年度から妊婦健診の公費負担の拡

充ということを考えておりまして、今まで市

町村は５回だった公費の負担の分を14回、プ

ラス９回ということに拡充しようとしている

んですけれども、国が２分の１、あと残り、

市町村が２分の１ということになって、国は

２分の１出すけれども、市町村がその２分の

１を出せないということで、なかなかこれが

できないと。来年度にはまた出産一時金も上

積みになるということで、少子化対策の一環

でずっと頑張ってきている内容で、非常に大

事なことだと思います。

それで、熊本市は、先般の議会で、とにか

く２分の１を拠出するというふうな決意をさ

れたそうでございます。これでまた各市町村

なんか格差が出てくるんじゃないかと思いま

すけれども、ちょっとこの辺の状況がわかっ

ていればということで教えていただきたいと

思います。

○中田健康づくり推進課長 健康づくり推進

課でございます。

19年度から、国の方では、地方交付税の中

で市町村に妊婦健診の５回分について交付し

ているところでございます。熊本県では、20

年度から、全市町村で、５回分につきまして

妊婦健診の無料化が進んでいるわけでござい

ます。
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今回、追加経済対策の中で14回と、あわせ

て５回分引きますと９回分を、国２分の１と

市町村ということで計画しているというふう

には聞いております。正確な情報は、今のと

ころちょっと十分に手元に資料持ちませんの

で、お伝えすることできませんけれども、後

ほど先生の方にはお知らせすることでよろし

いでしょうか。

○城下広作委員 せっかく国がよく半分出し

たことによって、やったやったと言うんです

、 、けれども 結果的には市町村の格差によって

その２分の１が結局出せなければ、これはゼ

ロなんで、運用できないんですよ。そうなる

と、今市町村はいろいろ厳しいから、結果、

妊婦健診といってもできるところは14回、本

当に、まあ大体14回かかるらしいんですね、

それで無料にできると。だけど、できないと

ころは結果的に５回で終わってしまうという

ことで市町村の格差が出るから、この辺は今

議会でいろいろとこれを主張させて頑張って

はいるんですけれども、なかなかそういうと

ころに全く関心がないところは、もう２分の

１が出せないから全然最初から取り合わない

というようなところが。これはどうしても、

県全体で少子化対策を頑張っているわけです

から、この辺のことは、県が全然出さなくて

いいもんだから余り無とんちゃくになるんじ

、 、ゃなくて 県下の少子化対策という意味でも

しっかり市町村、歩調合わせるみたいな、極

力努力するような話をぜひやっていただきた

いというふうに要望をしておきたいと思いま

す。

○重村栄委員長 ほかにございますか。

○平野みどり委員 昨年、慈愛園の中の職員

同士のセクハラの問題とか、職員から入所し

ている児童へのセクハラの問題とか報道がさ

れて、その後、内部でもいろんな調査がされ

たり、行政が入って調査をされたり、弁護士

さんなどが調査委員会等も立ち上げて是正に

対して取り組みが進んでいたと思っていたん

ですけれども、先般、12月11日に、毎日新聞

の記事に出ましたよ。本当に驚いているとこ

ろですけれども、児童が中央児童相談所に駆

け込むなんていう、こういうことがあってい

いんだろうかと思うぐらいちょっと驚きまし

たけれども、この昨年から今に至るまでの状

況について、わかる範囲で御報告いただけた

らと思います。

○吉田少子化対策課長 慈愛園につきまして

は、一昨年からいろいろな形で、例えば、職

員同士のセクハラ、あるいは子供へのセクハ

ラ、あるいは労働関係の問題等で関係機関の

調査等もございまして、最終的には、法人内

部で外部の弁護士さん等も入れた調査委員会

を設置されまして、事実の調査、それから今

後に向けたいろんな子供からの相談窓口、職

員からの苦情の申し立て窓口ということで、

一応の決着をしておったところでございま

す。

そうしたことで私たちも理解しておりまし

たが、ちょうどまたこの夏以降から、特に関

係の方々から子供に対する暴力的な行為を含

めて申し立てがあっておりまして、先般新聞

の方で報道されたようなことでございます。

そうした状況を受けまして、県の方でも、

施設からいろんな聞き取り調査、児童相談所

と連携しながら事実関係の確認をしてまいり

ましたが、さらに今回の報道を受けまして、

早速法人の方の理事長等から事情聴取をいた

しまして、さらに、後日また徹底して調査を

していただくというようなことでお願いをし

ているところでございます。

ただ、今聞いております範囲では、新聞に

ありますような報道の形そのままの状況があ

ったというふうには、なおかつ緊急的に子供

の人権にかかわるようなことがあったという
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ことで県が至急対応しなければならないとい

うふうな感触は得ておりませんで、そうした

点も踏まえて法人の方に調査をお願いしてお

るところでございます。

○平野みどり委員 児童養護施設だけではな

く、社会福祉法人は同族で運営されている場

合が多くて、なかなか自浄作用が働かない、

外部の目が届かないという現実はもう皆さん

が重々御存じのとおりです。そして、なおか

、 、 、つ 児童虐待を受けた子供が 一時保護から

そして養護施設というケースがもう近年ふえ

てきていますよね。だから、養護施設の中で

の職員の皆さんたちも、本当に以前とは違う

難しさ、対応の仕方、難しさがあるというの

は私も重々わかるんですけれども、それに追

いつかないぐらい施設の職員の皆さんたちの

スキルアップ、レベルアップというか、認識

の向上というのが図られてないんではないか

な、それは同族によるなれ合いの部分がなく

はないんではないかなと思うんですね。そし

てやはり、よそさまの子供を預かっているわ

けですから、外からの目がしっかり届くよう

な仕組みを、ここに限らずつくっていってい

ただけないかなという切なる思いです。

虐待からやっと逃れてきて、安心して生活

しなければいけない場がこうであってはいけ

ないんじゃないでしょうか。中央児童相談所

に、どういう形であれ、事実が若干違うんで

あれ、駆け込むというようなこと、それと、

こういったことをきちんと内部で声を上げて

いこうという人たちの声を摘んでしまってい

る状況があるのではないかなと思うんです

ね。

労働環境という意味もそうですし、子供へ

の処遇、施設の運営、会計も含めてですけれ

ども、徹底的に今回こういう問題が起こらな

いように調査をしていただきたいなと。そう

じゃないと行政に対する信頼が揺らいでしま

う、どうせ言ったって動いてもらえぬという

ことじゃいけないと思うんですね。

これは少子化対策課だけじゃなくて、いろ

んなところとも連携して、労働の方もだと思

いますけれども、連携してこの施設内の正常

化に努めていただけたらというふうに思いま

す。

要望です。

○重村栄委員長 ほかにございませんか。

ないようでございますので、以上で本日の

議題は終了いたしました。

最後に、陳情等が４件提出されております

ので、参考としてお手元に写しを配付いたし

ております。御一読ください。

それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会いたします。

お疲れさまでした。

午後０時54分閉会

熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する

厚生常任委員会委員長


